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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 16 条において準用する同法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準

作成機関である一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を改正すべ

きとの申出があり，経済産業大臣が改正した日本産業規格である。これによって，JIS C 6804:2022 は改

正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 
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日本産業規格（案）       JIS 
 C 6804：0000 
 (IEC 60825-12：2022) 

レーザ製品の安全－情報伝送のための光無線通信シ

ステムの安全 
Safety of laser products－Safety of free space optical communication systems 

used for transmission of information 
 

序文 

この規格は，2022 年に第 3 版として発行された IEC 60825-12 を基に，技術的内容及び構成を変更する

ことなく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

1 適用範囲 

この規格は，レーザ放射によってデータを伝送するためのレーザ製品及びシステムに適用する。 

この規格は，材料加工用又は医療用のために光パワーを伝達することを目的として設計されたレーザ製

品には適用しない。また，この規格は，引火性又は爆発性雰囲気内（JIS C 60079-0 を参照）におけるレー

ザ製品の用途には適用しない。光による無線又は自由空間のデータ伝送を行う目的において，その光源と

して発光ダイオード（LED）を使用した光無線通信システム（FSOCS）は，この規格では適用しない。 

注記 1 レーザ製品がシステム又は保護きょう体による制限範囲を拡張する光ファイバを含む場合，そ

の部分には JIS C 6803 の要求事項を適用している。 

注記 2 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
IEC 60825-12:2022，Safety of laser products－Part 12: Safety of free space optical communication 

systems used for transmission of information（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こ

とを示す。 

2 引用規格 
次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事

項を構成している。これらの引用規格のうち，西暦年を付記してあるものは，記載の年の版を適用し，

その後の改正版（追補を含む。）は適用しない。西暦年の付記がない引用規格は，その最新版（追補を

含む。）を適用する。 

JIS C 6802:2025 レーザ製品の安全基準 

注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60825-1:2014，Safety of laser products－Part 1: 
Equipment classification and requirements 
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JIS C 6803 レーザ製品の安全－光ファイバ通信システムの安全 

注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60825-2，Safety of laser products－Part 2: Safety of 
optical fibre communication systems (OFCSs) 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次によるほか，JIS C 6802:2025 による。 

ISO 及び IEC では，標準化で用いる用語集のデータベースを次のアドレスで管理している。 

－ IEC Electropedia：https://www.electropedia.org/ 

－ ISO Online browsing platform：https://www.iso.org/obp 

3.1 
アクセスレベル（access level） 

人が立ち入ることが可能な全ての場所において，設置された FSOCS からの光放射の結果として生じる

潜在的な危険性のレベル 

注釈 1 このアクセスレベルは，例えば，ビーム光路内に立ち入るなど合理的に予見可能な事象の下で

被ばくし得るレーザ放射レベルに基づいている。これは，JIS C 6802:2025 のクラス分け手順と

密接に関連している。アクセスレベルの意味は附属書 B で解説している。 

注釈 2 実際には，光学器具とビームの軸とが完全に一致する（それは非制限区域で起こる場合がある。）

には 2 秒以上を要するので，その遅延時間をアクセスレベルの決定方法に含めている（5.1 注記

2 参照）。 

3.2 
アクセスレベル 1（access level 1） 

合理的に予見可能なあらゆる事象の下で，4.3 の測定条件を用いて評価する人体の被ばくするレーザ放

射（被ばく放出）が，適用される波長及び放出持続時間に対する 4.3 に規定する付加的な制約条件を加え

たクラス 1 の被ばく放出限界を超えることがない，FSOCS 内の被ばく可能な場所に割り当てる危険性の

レベル 

注釈 1 ここでいう”付加的な制約条件”とは，JIS C 6802:2025 で規定する波長範囲 1 200 nm～1 400 
nm におけるクラス 1 の被ばく放出限界に対して，この規格の 4.3 で規定される，付加的でより

厳しい制約を指す。 

3.3 
アクセスレベル 1M（access level 1M） 

合理的に予見可能なあらゆる事象の下で，4.3 の測定条件を用いて評価する人体の被ばくするレーザ放

射（被ばく放出）が，適用される波長及び放出持続時間に対する 4.3 に規定する付加的な制約条件を加え

たクラス 1M の被ばく放出限界を超えることがない，FSOCS 内の被ばく可能な場所に割り当てる危険性

のレベル 

注釈 1 ここでいう”付加的な制約条件”とは，JIS C 6802:2025 で規定する波長範囲 1 200 nm～1 400 
nm におけるクラス 1 の被ばく放出限界に対して，この規格の 4.3 で規定される，付加的でより

厳しい制約を指す。 

3.4 
アクセスレベル 2（access level 2） 
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合理的に予見可能なあらゆる事象の下で，4.4 の測定条件を用いて評価する人体の被ばくするレーザ放

射（被ばく放出）が，適用される波長及び放出持続時間に対する 4.4 に規定する付加的な制約条件を加え

たクラス 2 の被ばく放出限界を超えることがない，FSOCS 内の被ばく可能な場所に割り当てる危険性の

レベル 

3.5 
アクセスレベル 2M（access level 2M） 

合理的に予見可能なあらゆる事象の下で，4.4 の測定条件を用いて評価する人体の被ばくするレーザ放

射（被ばく放出）が，適用される波長及び放出持続時間に対する 4.4 に規定する付加的な制約条件を加え

たクラス 2M の被ばく放出限界を超えることがない，FSOCS 内の被ばく可能な場所に割り当てる危険性

のレベル 

3.6 
アクセスレベル 3R（access level 3R） 

合理的に予見可能なあらゆる事象の下で，4.5 の測定条件を用いて評価する人体の被ばくするレーザ放

射（被ばく放出）が，適用される波長及び放出持続時間に対する 4.5 に規定する付加的な制約条件を加え

たクラス 3R の被ばく放出限界を超えることがない，FSOCS 内の被ばく可能な場所に割り当てる危険性の

レベル 

注釈 1 ここでいう“付加的な制約条件”とは，JIS C 6802:2025 で規定する波長範囲 1 200 nm～1 400 
nm におけるクラス 1 の被ばく放出限界に対して，この規格の 4.5 で規定される，付加的でより

厳しい制約を指す。 

3.7 
アクセスレベル 3B（access level 3B） 

合理的に予見可能なあらゆる事象の下で，4.6 の測定条件を用いて評価する人体の被ばくするレーザ放

射（被ばく放出）が，適用される波長及び放出持続時間に対する 4.6 に規定する付加的な制約条件を加え

たクラス 3B の被ばく放出限界を超えることがない，FSOCS 内の被ばく可能な場所に割り当てる危険性の

レベル 

3.8 
アクセスレベル 4（access level 4） 

合理的に予見可能なあらゆる事象の下で，4.7 の測定条件を用いて評価する人体の被ばくするレーザ放

射（被ばく放出）が，適用される波長及び放出持続時間に対する 4.7 に規定する付加的な制約条件を加え

たクラス 3B の被ばく放出限界を超える，FSOCS 内の被ばく可能な場所に割り当てる危険性のレベル 

注釈 1 この規格は，FSOCS の運用及び保守に適用される。伝送に使われる放射光に被ばくする可能性

のある人に対して十分な安全レベルを達成するため，この規格では，アクセスレベル 4 は許容

されていない。あらゆる動作条件（例えば，正常動作及び故障時の動作）において，送信パワ

ーが区域区分で許容されたパワーを超える場合に，必要なアクセスレベルを達成するために，

自動パワー減衰（APR，3.10 参照）又は設置付加保護システム（IPS，3.17 参照）のような保護

システムを用いることがある。例えば，正常な動作条件で空間上に送信されるパワーがクラス

4 であっても，FSOCS の人が被ばくし得る部分がアクセスレベル 1 になる可能性がある。 

3.9 
送信開口（aperture for transmitter） 

自由空間にビームを放出する FSOCS の窓又はレーザ送信端 
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3.10 
自動パワー減衰，APR（automatic power reduction） 

公称障害領域（NHZ）又は拡張公称障害領域（ENHZ）内で人体が被ばく可能なパワーを，規定した時

間内に規定した値に低減させる，システム機器製造業者によって提供される FSOCS 送信部又は FSOCS
送信器のシステムの機能 

注釈 1 この規格で使用する用語“自動パワー減衰（APR）”は，国際電気通信連合（ITU）の勧告 G.664
で使用される次の用語を包含する。 

－ 自動レーザ遮断［automatic laser shutdown（ALS）］ 

－ 自動パワー減衰［automatic power reduction（APR）］ 

－ 自動パワー遮断［automatic power shutdown（APSD）］ 

注釈 2 APR は，FSOCS 送信部によって機能を実現する場合と FSOCS 送信器を含むシステムによって

実現する場合とがある。 

注釈 3 APR の起動とは，人体へ被ばくする可能性が発生し，パワーを低減させる動作を指す。 

3.11 
ビーコン（beacon） 

FSOCS の送信器及び／又は受信器の照準又は軸合せを支援するための光源 

注釈 1 FSOCS の送信器及び／又は受信器は，光源，受光部，レンズ，ミラーなど複数の光学機器又は

部品で構成される。 

3.12 
エンドツーエンドシステム（end-to-end system） 

空間中のある地点から他の地点へ効率的にデータ伝送するため，一つ以上の送信部，一つ以上の受信部

及びその他必要な周辺機器によって構成する FSOCS 

3.13 
拡張公称障害領域，ENHZ（extended nominal hazard zone） 

光学器具を用いた場合の直接，反射又は散乱放射の目の露光レベルが，JIS C 6802:2025 に示す適用可

能な最大露光量（MPE）を超える空間の範囲 

注釈 1 光学器具を用いた場合，ENHZ の境界外の露光量は，適用する MPE よりも小さくなる。 

注釈 2 APR を箇条 5 の条件下でのアクセスレベルの評価に使用する場合を除いて，ENHZ の範囲は，

設置付加保護システム（IPS）又は APR の起動前に決定する。 

3.14 
光無線通信システム，FSOCS（free space optical communication system） 

FSOC 送信機を用いて，一般に音声，データ若しくはマルチメディア通信及び／又は制御目的に使用さ

れる，固定設置，可搬又は仮設置の無線システム 

注釈 1 “光無線”は，レーザ放射を自由空間に放出することによる無線応用を意味する。 

注釈 2 発光部及び受光部は，分離している場合としていない場合とがある。 

3.15 
FSOCS 送信器，送信器（FSOCS transmitter，transmitter） 

光を自由空間中に放出する，FSOCS 内で使用される光送信器 

3.16 
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設置業者（installation organization，installer） 
FSOCS の設置に責任を負う組織又は個人 

3.17 
設置付加保護システム，IPS（installation protection system） 

設置業者又は運用組織の提供する設置場所に付加された，次の二つの機能をもつシステム 

a) 制限区域若しくは管理区域における NHZ 又は非制限区域における ENHZ の被ばく可能な範囲内への

人の立入りを検知する。 

b) a)に示すような立入りを検出した場合，規定した時間内に規定したレベルにレーザの被ばくパワーを

低減する。 

3.18 
インタロック（interlock） 

危険な状態が取り除かれるまで危険な領域へ人の侵入を防止する，又は人が侵入しようとするときに自

動的に危険な状態を取り除く手段 

注釈 1 インタロックは，それが故障モードになってもインタロックの目的が損なわれないよう，フェ

ールセーフを備えていることが望ましい（JIS C 6802:2025 の 3.39 を参照）。 

3.19 
区域（location） 

人が立ち入る又は立入り可能な，地点又は場所 

注釈 1 他の規格では区域区分の用語（3.20～3.23）と同じ用語を違う意味で用いることがある。 

3.20 
非アクセス空間（location of inaccessible space，inaccessible space） 

通常は人が位置することができない場所，すなわち，いかなる非制限区域からも 2.5 m を超える水平方

向の隔たりをもち，かつ，非制限区域の底面から上方に 6 m を超える隔たり及び制限区域の底面から上

方に 3 m を超える隔たりをもつ空間 

注釈 1 非アクセス空間には，例えば，飛行物体などが入ることがある。 

注釈 2 非制限区域，制限区域及び管理区域のいずれにも属さない全ての開放空間をいう。 

3.21 
管理区域（location with controlled access，controlled location） 

適切なレーザ安全訓練を受けた認定要員以外は立ち入ることができないように，技術的管理又は運用上

の管理が施された区域 

注釈 1 この規格の“管理区域”とは，許容アクセスレベルを区別するため設けた区域の種別の一つで

あり，JIS C 6802:20125 の用語“レーザ管理区域（laser controlled area）”とは異なる。 

3.22 
制限区域（location with restricted access，restricted location） 

レーザ安全訓練を受けていないが特別に許可された人は立ち入ることができるが，技術的管理又は運用

上の管理を施すことによって一般の人々は，通常は立ち入ることのできないように制限した区域 

注釈 1 特別に許可された人とは，例えば，外側からの窓拭きなどを含む保守・サービス要員をいう。 

注釈 2 一般の人々とは，例えば，直接近くにいる作業者，来場者，居住者などを含む。 
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3.23 
非制限区域（location with unrestricted access，unrestricted location） 

送信用・受信用機器及び放出光への接近が制限されていない区域，すなわち，一般の人々も立ち入るこ

とが可能な区域 

3.24 
製造業者（manufacturer） 

光部品又はその他の部品を組み立てることによって，OFCS を製造又は改造する組織又は個人 

3.25 
公称障害領域，NHZ（nominal hazard zone） 

直接光，反射光又は散乱光の露光レベルが，JIS C 6802:2025 に示す適用可能な最大露光量（MPE）を

超える領域 

注釈 1 NHZ 境界外の露光レベルは，適用する MPE よりも小さくなる。 

注釈 2 APR を箇条 5 の条件下でのアクセスレベルの割り当てに用いる場合を除いて，NHZ の範囲は，

全ての IPS 又は APR の起動前に決定される。 

3.26 
運用組織（operating organization，operator） 

FSOCS の運用及び保守に責任を負う組織又は個人 

3.27 
光学器具を用いた（optically-aided） 

発光源のビーム内観察において，光学的な補助器具を用いた 

注釈 1 平行ビームのビーム内観察は，双眼鏡又は望遠鏡を用いた場合，遠方からの観察でも目の障害

が増大する可能性がある。 

注釈 2 光学器具とは，双眼鏡，望遠鏡，拡大鏡などを指す。 

注釈 3 視力矯正のための眼鏡及びコンタクトレンズは光学器具とはみなされない。 

3.28 
取外し可能なレーザシステム（removable laser system） 

保護きょう体から取り外すことが可能で，主電源又はバッテリーに接続するだけで運用することが可能

なレーザシステム 

3.29 
主ビーム（primary beam） 

変調データ信号を伝送するビーム 

3.30 
合理的に予見可能な事象（reasonably foreseeable event） 

事象の発生が，与えられた環境下でかなりの程度で正確に予測でき，その発生確率又は頻度が，低くな

い又は大幅には低くない事象 

3.31 
サービス組織（service organization） 

FSOCS のサービスに責任を負う組織又は個人 
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注釈 1 用語”サービス”は，JIS C 6802:2025 の 3.79 で定義されている。 

3.32 
特殊工具（special tool） 

一般消費者向けの工具店などでは容易に入手することが不可能な工具 

注釈 1 このカテゴリに入る典型的な工具は，改ざん防止ねじなどに使用する専用工具である。 

3.33 
スピルオーバ（spillover） 

受信端で受光されずに後方へ伝搬する放射 

注釈 1 発光ビームは，広がりながら受光部に到達するが，全ての光が受光部に入るわけではない。そ

の受光部から外れ，実際には無効となる光のことをいう。 

3.34 
時間基準（time base） 

アクセスレベルを決定するときに考慮する放出持続時間 

3.35 
光学器具を用いない（without optical aids，optically unaided） 

発光源のビーム内観察において，裸眼による，拡大鏡又はその他光学的な補助器具を用いない 

注釈 1 光学器具とは，双眼鏡，望遠鏡，拡大鏡などを指す。視力矯正のための眼鏡及びコンタクトレ

ンズは，光学器具とはみなされない。 

4 アクセスレベルの決定 

4.1 一般的条件 

FSOCS 送信器は，JIS C 6802:2025 の該当する要求事項に適合しなければならない。 

取外し可能なレーザシステムが FSOCS に組み込まれている場合，その取外し可能なレーザシステムは，

JIS C 6802:2025 の該当する要求事項に適合しなければならない。 

FSOCS では，設置場所の区域区分に従ってこの規格の制限を課す。設置場所の区域区分によって許容さ

れる製品のクラス及びアクセスレベルを，表 2 に示す。 

ビームが送信，横切り又は受信される場所では，それぞれの場所での露光状態を個別に評価しなければ

ならない。さらに，NHZ 又は ENHZ 内にあって放射被ばくの可能性があるビーム光路に沿った場所も，許

容アクセスレベル（表 2）内にあるかを評価し，適用される適切な管理基準を評価しなければならない。

主ビームからの部分的反射が横切る場所についても，ビームが実在するか潜在的であるかにかかわらず，

放出がアクセスレベル 1 又はアクセスレベル 2 を超える可能性があれば評価しなければならない。ある場

所において，光無線装置の設置及び運用に適用する箇条 6 の制約は，その場所での送信又は受信する放射

のいずれかの，より大きい方のアクセスレベルによって決定しなければならない。 

アクセスレベルを正しく決定することは，運用組織に最終的な責任がある。保守業者，設置業者又はサ

ービス組織が，アクセスレベルを決定してもよい。又は，運用組織が，特定の FSOCS が展開される正確な

環境に関する十分な情報を製造業者に提供できる場合は，製造業者がアクセスレベルを決定してもよい。

アクセスレベルの適合性を判断する方法は，次の a)～c)を除き，JIS C 6802:2025 のクラス分けで規定した
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ものと同じとする。 

a) 指定区域内でのアクセスレベルは，アクセスレベルが最大となる場所，システムに介在する窓のよう

な要素に影響される場所など，FSOCS 送信器に関連したあらゆる場所において決定しなければならな

い。 

注記 アクセスレベルの最大値は，窓及び送信器の向き（特に送信方向を可変できる送信器の場合）な

どの多くの要因に左右される。 

b) アクセスレベルは，IPS 又は APR の作動に依存してもよい。 

c) アクセスレベルの決定において，IPS 又は APR が区域を監視している場合，5.3.2 で定義された性能要

件を満たさなければならない。IPS 又は APR よる区域の監視がない場合は，JIS C 6802:2025 のクラス

分けと同じ方法をアクセスレベルの決定にも使用する。光学器具を用いない観測条件は，JIS C 
6802:2025 の表 A.1，表 A.2，表 A.3，表 A.4，表 A.5 及び表 A.6 を参照。 

アクセスレベルの検証試験は，APR 及び／又は IPS を使用する場合，適正に作動していることを保証す

るために，合理的に予見可能な故障条件の下で行わなければならない。直接測定を実行することが困難な

状況では，アクセスレベルの評価は計算に基づいてもよい。適用される AEL を超える放射が限定された時

間内だけに生じるような故障，及び製品の運転休止前又は AEL 以下への調整前における人への被ばくが

合理的に予見不可能な故障は，考慮しなくてもよい。 

4.2 アクセスレベルの決定及び条件 2 の使用 

アクセスレベルは，運用及び保守中に，合理的に予見可能なあらゆる事象の後に，被ばくする可能性の

あるレーザ放射の測定によって決定する。既定の放射線制限値への適合を判断する方法は，JIS C 6802:2025
のクラス分けで記載されている方法と同じである。 

この規格では，測定は三つの測定条件で実施する。測定条件 1 及び測定条件 3 は JIS C 6802:2025 によっ

て測定され，測定条件 2 はアクセスレベルを確立するために，表 1 に示すように FSOCS 送信器の送信端

から，次の距離及び開口絞りで測定する。 

－ 波長が 1 400 nm 未満の場合，35 mm の距離で 3.5 mm の開口絞り 

－ 波長が 1 400 nm 以上の場合，14 mm の距離で開口径 3.5 mm 開口絞り 

注記 1 400 nm 未満の場合は 7 倍の，1 400 nm 以上の場合は 18 倍の拡大鏡を想定している。 

さらに，FSOCS 送信器がアクセスレベル 3B で携帯型である場合，どの波長においても全放射はクラス 
3B の AEL を超えてはならない。 

直接測定することが困難な場合，計算によるアクセスレベルの評価が許容される。 

APR（5.3.2）を備えた FSOCS では，APR が作動する 2 秒後の被ばく放出量によって決定する。加えて，

5.2 の MPE についての要求事項も満たさなければならない。 

表 1－既定（簡略化した）評価法における測定開口の直径及び測定距離 

 測定条件 1 測定条件 2 a)， c) 測定条件 3 
 （望遠鏡，双眼鏡などに

よって危険性が増大す

る平行ビームに適用） 

（ルーペ，高倍率の拡大

鏡などによって危険性が

増大する発散ビームに適

用） 

（裸眼の観察，低倍率の拡大鏡を用

いる観察及び走査ビームに適用） 

波長 
nm 

開口絞り 
mm 

距離 b) 
mm 

開口絞り 
mm 

距離 b) 
mm 

開口絞り 
mm 

距離 b) 
mm 
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302.5 未満 － － － － JIS C 6802 参照 JIS C 6802 参照 
302.5 以上 400 未満 JIS C 6802 参照 2 000 3.5 35 JIS C 6802 参照 JIS C 6802 参照 
400 以上 1 400 未満 JIS C 6802 参照 2 000 3.5 35 JIS C 6802 参照 JIS C 6802 参照 

1 400 以上 4 000 未満 JIS C 6802 参照 2 000 3.5 14 JIS C 6802 参照 JIS C 6802 参照 
4 000 以上 105 未満 － － － － JIS C 6802 参照 JIS C 6802 参照 
105 以上 106 以下 c) － － － － JIS C 6802 参照 JIS C 6802 参照 
注記 1 “測定条件”の下の括弧書きは，単なる情報として典型的な場合を記載しているだけであり，その他の例

を除外するものではない。 
注記 2 クラス分け体系の限界については，JIS C 6802:2025 の C.3（クラス分け体系の限界）で説明されており，

追加のリスク分析及び警告が適切となる事例を示唆している。測定条件 2 は，JIS C 6802 の 2011 年度版

まで“拡大鏡”条件として使用されていた。 
注記 3 測定条件 1 及び測定条件 3 の値は，JIS C 6802:2025 の表 10 を参照。 

 
注 a) この表の測定条件 2 の定義は，302.5 nm～1 400 nm の波長範囲では x7，及び 1 400 nm～4 000 nm の波長範

囲では x18 の拡大鏡を想定している。 
注 b) この表の距離値は，FSOCS 送信器自体のアクセスレベルのラベルの決定だけに適用する。ビーム経路内の

場所・区域でのアクセスレベルを決定するには，それぞれの開口絞り直径だけを適用する。 
注 c) 光ファイバ通信システムでは，JIS C 6803 を参照。  

4.3 アクセスレベル 1 及びアクセスレベル 1M 

302.5 nm 未満，又は 4 000 nm 以上の波長の場合，測定条件 3 における被ばく放出量がクラス 1 の AEL
以下であるとき，当該 FSOCS はアクセスレベル 1 に割り当てる。 

302.5 nm～4 000 nm の波長の場合，被ばく放出量が次を満たすとき，当該 FSOCS はアクセスレベル 1 に

割り当てる。 

－ 測定条件 1，測定条件 2 及び測定条件 3 においてクラス 1 の AEL 以下である。 

被ばく放出量がアクセスレベル 1 を満たさず，かつ次の全てを満たすとき，当該 FSOCS はアクセスレ

ベル 1M に割り当てる。 

－ 測定条件 1 又は測定条件 2 において，クラス 1 の AEL より大きい。 

－ 測定条件 1 及び測定条件 2 において，クラス 3B の AEL より小さい。 

－ 測定条件 3 において，クラス 1 の AEL 以下である。 

注記 1 通常，アクセスレベル 1M の被ばく放出量は，測定条件 1 又は測定条件 2 のいずれか一方がク

ラス 1 の AEL を超える。ただし，被ばく放出量が測定条件 1 及び測定条件 2 の両方においてク

ラス 1 の AEL を超える場合でも，アクセスレベル 1M に割り当てられる。 

注記 2 クラス 3B の AEL を確認する理由は，光学器具を通過する最大パワーを制限するためである。 

1 200 nm～1 400 nm の波長範囲でのクラス 1 の AEL は，直径 3.5 mm の開口絞りで評価する皮膚に対す

る MPE と同等の放射パワーに制限しなければならない。 

注記 3 上記の追加された皮膚に対する MPE の確認は，JIS C 6802:2025 の表 3 及び表 4 の注 d)及び注 f)

にそれぞれ示されているクラス 3B AEL の制限よりも厳格である。 

注記 4 皮膚に対する MPE は，JIS C 6802:2025 の表 A.1～表 A.4 の注記に基づいて適用されている。注

記には“1 250 nm～1 400 nm の波長範囲の場合，この表に示す網膜損傷が生じない限界値は，

前眼部［角膜及びこう（虹）彩］に対しては十分に安全が確保されるわけではなく，注意を払

う必要がある。露光量が皮膚の MPE 値を超えていない場合は，前眼部に対する懸念はない。”

と記載されている。皮膚に対する MPE の値は，JIS C 6802:2025 の表 A.5 に記載されている。 
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アクセスレベル 1 及びアクセスレベル 1M では，適用可能な全ての波長において，送信器に配置した直

径 3.5 mm の開口絞りで測定する被ばく放出は，クラス 3B の AEL を超えてはならない。 

4.4 アクセスレベル 2 及びアクセスレベル 2M 

アクセスレベル 2 及びアクセスレベル 2M は，400 nm～700 nm の波長範囲に対して適用する。被ばく放

出量が，次の全てを満たすとき，当該 FSOCS はアクセスレベル 2 に割り当てる。 

－ クラス 1 及びクラス 1M において要求される限界値を超える。 

－ 測定条件 1，測定条件 2 及び測定条件 3 においてクラス 2 の AEL 以下である。 

被ばく放出量が次の全てを満たすとき，当該 FSOCS はアクセスレベル 2M に割り当てる。 

－ 測定条件 1，測定条件 2 及び測定条件 3 においてクラス 1 及びクラス 1M の AEL を超える。 

－ 測定条件 1 又は測定条件 2 においてクラス 2 の AEL より大きい。 

－ 測定条件 1 及び測定条件 2 においてクラス 3B の AEL より小さい。 

－ 測定条件 3 においてクラス 2 の AEL 以下である。 

注記 1 クラス 3B の AEL を確認する理由は，光学器具を通過する最大パワーを制限するためであり，

発散ビーム送信器に近い位置又は当該光源との接点において，皮膚障害を引き起こすおそれの

ある十分高いレベルの放射照度をあらかじめ排除するためである。 

注記 2 通常，アクセスレベル 2M の被ばく放出量は，測定条件 1 又は測定条件 2 のいずれか一方がク

ラス 2 の AEL を超える。ただし，被ばく放出量が測定条件 1 及び測定条件 2 の両方に対してク

ラス 2 の AEL を超える場合でも，アクセスレベル 2M に割り当てられることがある。 

アクセスレベル 2 及びアクセスレベル 2M では，送信器に配置した直径 3.5 mm の開口絞りで測定する

被ばく放出は，クラス 3B の AEL を超えてはならない。 

4.5 アクセスレベル 3R 

302.5 nm 未満，又は 4 000 nm 以上の波長範囲の場合，測定条件 3 において被ばく放出量が，次の全て

を満たすとき，当該 FSOCS はアクセスレベル 3R に割り当てる。 

－ クラス 3R の AEL 以下 

－ クラス 1 の AEL を超える 

302.5 nm 以上かつ 4 000 nm 未満の波長範囲の場合，被ばく放出量が，次の全てを満たすとき，この FSOCS
はアクセスレベル 3R に割り当てる 

－ 測定条件 1，測定条件 2 及び測定条件 3 において，クラス 3R の AEL 以下 

－ 測定条件 3 において，クラス 1 及びクラス 2 の AEL を超える 

1 200 nm～1 400 nm の波長範囲のクラス 3R の AEL は，直径 3.5 mm の開口径で評価した皮膚に対する

MPE の 5 倍の放射パワーに制限しなければならない。 

注記 上記の皮膚に対する MPE の 5 倍の確認は，JIS C 6802:2025 の表 6 及び表 7 の注 d)及び注 c)にそれ

ぞれ示されているクラス 3B AEL の制限よりも厳格である。 

アクセスレベル 3R では適用可能な全ての波長において，送信器に配置した直径 3.5 mm の開口絞り直径

で測定する被ばく放出量は，クラス 3B の AEL を超えてはならない。 
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4.6 アクセスレベル 3B 

302.5 nm 未満，又は 4 000 nm 以上の波長範囲の場合，測定条件 3 において被ばく放出量が次の全てを

満たすとき，当該 FSOCS はアクセスレベル 3B に割り当てる。 

－ クラス 3B の AEL 以下 

－ クラス 3R の AEL を超える 

302.5 nm 以上かつ 4 000 nm 未満の波長範囲の場合，被ばく放出量が次の全てを満たすとき，当該 FSOCS
はアクセスレベル 3B に割り当てる。 

－ 測定条件 1，測定条件 2 及び測定条件 3 においてクラス 3B の AEL 以下である。 

－ 測定条件 1，測定条件 2 又は測定条件 3 においてクラス 3R の AEL を超える。 

－ 測定条件 3 においてクラス 1 及びクラス 2 の AEL を超える。 

アクセスレベル 3B では適用可能な全ての波長において，送信器に配置した直径 3.5 mm の開口絞り直径

で測定する被ばく放出量は，クラス 3B の AEL を超えてはならない。 

4.7 アクセスレベル 4 

被ばく放出量が測定条件 1，測定条件 2 又は測定条件 3 においてクラス 3B の AEL を超える場合，当該

FSOCS はアクセスレベル 4 に割り当てる。 

4.8 時間基準 

この規格では，次の時間基準をアクセスレベルの決定に用いる。 

1) アクセスレベル 2，アクセスレベル 2M 及び波長範囲 400 nm～700 nm のアクセスレベル 3R のレーザ

放射に対しては，0.25 秒。 

2) 1)及び 3)の場合を除くレーザ放射のうち，400 nm を超える波長に対しては，100 秒。 

3) 400 nm 以下の波長のレーザ放射に対しては，30 000 秒。 

製品のアクセスレベルを決定する場合には，時間基準内で取り得る全ての放出持続時間を考慮しなけれ

ばならない。例えば，単一パルスの放射量は，そのパルスの時間幅に適用可能な AEL と比較しなければな

らない。アクセスレベル割り当ての時間基準に対応する継続時間内で放射量の平均をとるだけ，又はより

短い放出持続時間を考慮することなく，単に時間基準の値に対する評価を実行するだけでは十分ではない。 

注記 同時に，かつ，空間的に重なって放射する，可視及び非可視の放射スペクトル成分をもつ多波長

放射レーザ製品に対して，放射成分を重畳的（表 1 参照）と評価し，可視成分をアクセスレベル

2，アクセスレベル 2M 又はアクセスレベル 3R と割り当て，かつ，非可視成分をアクセスレベル

1 又はアクセスレベル 1M と割り当てる場合，重畳した放射を評価する時間基準は 0.25 秒とする

ことが可能である。 

5 アクセスレベルの評価 

5.1 一般的要求事項 

FSOCS 送信器のレーザ安全性の仕様は，JIS C 6802:2025 で規定するように，被ばくし得るレーザ放射量

の測定又は分析に基づき，製造業者が決定する。製品の送信による放出についてのアクセスレベルを決定

する場合，及び表 2 に示すように適切な区域での使用を決定する場合に，運転中に被ばくし得る主ビーム
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及びアライメント用又はビーコン用ビームの両方を考慮することが重要である。検証試験又は評価は，適

切な条件，例えば，JIS C 6802:2025 及びこの規格の箇条 4 で規定する限界開口及び持続時間を用いて，被

ばくし得る位置で実施する。 

FSOCS 機器は，NHZ 又は ENHZ 内へ人が立ち入ることを防ぐために，IPS が人を検出し，放射パワーを

減少させる APR が作動するように設計することが望ましい（5.3 及び注記 1 参照）。FSOCS への適用につ

いては，APR 保護空間への立入り又は侵入から 2 秒以降の被ばく放射に基づいて FSOCS 送信器のアクセ

スレベル及びアクセスレベル割当てを決定することが望ましい。光学器具を用いない条件で測定されたレ

ベルは，2 秒間でアクセスレベル 1，アクセスレベル 2，アクセスレベル 1M 及びアクセスレベル 2M に割

り当てられる装置又は区域に対する MPE を超えてはならない。APR が稼働する前に被ばく放出が MPE を

超える場合，被ばく放出が MPE を下回るまで人がビームに被ばくしないように監視システムを構成する

必要がある。光学器具を用いない観測条件は，JIS C 6802:2025 の表“最大許容露光量（MPE）”を参照。

APR は，それを動作させたとき，アクセスレベル 1，アクセスレベル 2，アクセスレベル 1M 又はアクセス

レベル 2M に割り当てられる送信器にだけ許可される。 

注記 1 IPS によって監視される空間の範囲は，NHZ 又は ENHZ によって定義された空間の範囲を超え

る場合があり，APR の動作中に MPE を超える露光を発生させないように，APR の応答時間及

び人体の被ばく状態に関する予見可能な動作速度によって決定される。 

注記 2 2 秒の根拠： 人が双眼鏡又は他の光学器具を用いて，2 秒以内に完全にビームに対して軸合せ

をするのは困難なため，人が 2 秒以内にビームの全パワーを受光することは合理的に予見不可

能である。人の立入り直後の 2 秒間は，アクセスレベル 1，アクセスレベル 2，アクセスレベル

1M，又はアクセスレベル 2M の場合，人体のどの部分も光学器具を用いない場合でも MPE を

超えて露光しない。 

注記 3 労働者及び一般人の目及び皮膚の露光限界は，多くの国の国内法で規定されている。これら法

的拘束力のある当該国内の露光限界は，JIS C 6802:2025 の附属書 A に記載されている MPE と

は異なる場合がある。 

注記 4 測定条件が異なることによって，FSOCS 送信器のクラスが，同じ FSOCS 送信器のアクセスレ

ベルと異なる場合がある。 

5.2 APR の機能を用いる場合の影響 

FSOCS が，APR が作動しない場合のアクセスレベルよりも低いアクセスレベルに抑える APR の機能を

用いる場合（5.1 参照），箇条 4 で規定するより低いアクセスレベルの要件，及び 5.3.2 で規定する APR 性

能要件の両方を満たさなければならない。 

5.3 自動パワー減衰（APR） 

5.3.1 一般的要求事項 

APR は，製造業者が FSOCS 送信器に備えてよい機能であり，これによって，例えば，人体がビーム全

体を遮る，又はビームのごく一部分（50 mm，7 mm，3.5 mm 又は他の測定開口に相当する部分）を遮ると

きのように，適用する MPE を上回る放射に人体が露光する事象が生じるときはいつでも，被ばくパワー

を規定の時間内に規定のレベルに引き下げる。 

APR の動作は，箇条 4 に示すように，FSOCS 送信器のアクセスレベルの決定及び監視する区域でのア

クセスレベルに影響を与える。APR は，NHZ 又は ENHZ を監視し，パワーを減少させる機構をいう。APR
は，非制限，制限及び管理区域内で被ばくを制限するために使用する設置付加保護システム（IPS）には拡
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張しない。 

APR が無効である場合にクラス 4 となる FSOCS 送信器は，APR 故障時に非制限区域内でアクセスレベ

ル 4 とならないように設置する。 

5.3.2 APR の性能に対する要求事項 

APR は，次の事項を達成しなければならない。 

a) APR によって低減したアクセスレベルに応じて，NHZ 全体又は ENHZ 全体を監視する。 

b) 必要に応じて，NHZ 又は ENHZ への人の侵入を検知し，規定の時間内に規定のレベルへ被ばくパワー

を減少し，危険のおそれのある期間，規定のレベル又はそれ以下にパワーを維持する。 

c) 送信器の放出レベルを 2 秒以内に次のいずれかに低減する 

1) 非制限区域に設置されている場合はアクセスレベル 1 又はアクセスレベル 2 

2) 制限区域又は管理区域のいずれかに設置されている場合はアクセスレベル 1，アクセスレベル 2，ア

クセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M 

d) アクセスレベル 1，アクセスレベル 2，アクセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M 製品に対して，パ

ワーを減少させるために許容される 2 秒間の露光が，裸眼観察における 2 秒間の MPE（JIS C 6802:2025
に示す）を超えないことを確認する。 

注記 1 光学観察補助器具が使われることは合理的に予見できないことから，裸眼での観察だけが

考慮される。 

e) 全ての構成要素（例えば，スイッチ，エレクトロニクス，ソフトウェア，センサを含む。）に十分な信

頼性をもたせて単一故障耐性を備える。例えば，システムの単一故障が複数発生する場合に，次のい

ずれかのアクセスレベルを超える被ばくエネルギーが生じるとき，APR の安全機構が実行される。 

1) アクセスレベル 1 又はアクセスレベル 2 製品において，ENHZ 範囲内でそれぞれアクセスレベル 1
又はアクセスレベル 2 を超える被ばくエネルギーが生じる。 

2) アクセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M 製品において，NHZ 範囲内でそれぞれアクセスレベル

1M 又はアクセスレベル 2M を超える被ばくエネルギーが生じる。 

注記 2 附属書 D に，信頼性評価方法の幾つかの例を示す。 

f) 設置又はサービス作業のために APR を無効にする機構が装備されている場合，APR が無効となって

いる間は，通常動作の再開を抑止しなければならない。さらに，視覚的又は聴覚的な警告によって，

APR が無効になっていることを明確に示さなければならない（JIS C 6802:2025 のインタロック解除要

件に基づく。）。 

g) APR が無効となる場合にアクセスレベル 3B 又はアクセスレベル 4 となる送信器において，APR の安

全機構に単一故障が発生した場合，次の二つの機能を起動させなければならない。 

1) 故障発生から 2 秒以内に，非制限区域に設置されている場合はアクセスレベル 1 又はアクセスレベ

ル 2 に，制限区域又は管理区域のいずれかに設置されている場合はアクセスレベル 1，アクセスレ

ベル 2，アクセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M に，それぞれ送信器の放射レベルを減少する

［5.3.2 c)も参照。］。 

2) ネットワークモニタリングシステムによって，運用組織へ単一故障状態を通知する。 

h) 検知可能な方法が多岐にわたるために，製造業者は，APR を動作させる検知システムの性能を十分に

確認するための試験手順を決めなければならない。試験は，子供から大人まで考慮するのがよい（た

だし，区域の種類によって年齢が限定される場合を除く。）。同様に，試験は，想定される設置区域に

おいて合理的に予見可能なビームへの侵入速度を考慮するのがよい。 
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パワー減少が 2 秒未満で実行される場合，その持続時間内での MPE を用いてもよい。 

試験及び評価は，合理的に予見可能な故障条件の下で実行しなければならない。幾つかの複合システム

では，光出力は他の構成要素の完全性並びに回路及びソフトウェアの性能に依存しており，危険・安全評

価のための他の認められた方法を用いることが必要な場合がある（附属書 D 参照）。 

APR が安全条件を決定すれば，送信器の全開出力運転は許可される。 

代わりに，オペレータが一旦危険性がなくなったことを判断した後，手動でリセットするまで APR を低

電力状態にとどめることが可能である。APR を組み込んだ FSOCS のクラス分け及びアクセスレベル評価

は，全ての適用可能な時間基準で開始時及び再開時の条件を考慮しなければならない。安全条件が確立さ

れるまで，その設置区域の区分に対する適切な被ばく放出限界及び露光限界を超えてはならない。 

NHZ 又は ENHZ への立入りによって，MPE を上回る光放射を人体が被ばくする可能性が生じたときは，

常に NHZ 又は ENHZ 内での被ばくし得るパワーが，規定した時間内に規定した値に低減される。FSOCS
のこの機能は，送信器の製造業者がアクセスレベルの割り当てを決定するために使用してもよい。 

5.4 設置付加保護システム（IPS） 

IPS は，APR と同様に機能することが特徴であるが，製造業者によって FSOCS 送信器に組み込まれるも

のではない。その代わり，設置業者が FSOCS 送信器に IPS を組み込んで，適用する MPE を上回る放射を

人体が被ばくし得る事象が生じたときに，定められた区域での被ばくパワーを規定の時間内に規定のレベ

ルに引き下げるようにしてもよい。APR のための 5.3 の要求事項は，IPS に適用可能であるが，送信器の

アクセスレベルの割り当て，IPS の動作に基づいて決定することは望ましくない。 

IPS と FSOCS 送信器との間は，送信器の製造業者によって提供されたリモートインタロックコネクタ又

はそれと同等の手段で接続しなければならない。リモートインタロックコネクタ又は同等のものを備えて

いない FSOCS 送信器は，IPS を使用してはならない。 

6 区域区分に対するアクセスレベル及びクラス分けの要求事項 

6.1 一般的要求事項 

FSOCS の区域区分によって，用いる放射の許容アクセスレベル，使用される装置のアクセスレベル及び

それによる管理の様式を定める。表 2 に，異なる区域区分に対して許容されるアクセスレベルを示す。図

1 及び図 2 に，箇条 6 で規定する商業施設及び住宅地域の区域区分を示す。 
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図 1－商業施設 
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図 2－住宅地域 

例えば一対一通信の場合，通信相手側からアクセスレベル 1 又はアクセスレベル 2 の放射レベルを受け

るが，通信相手の逆の方向へ向かってアクセスレベル 1M の送信器を使用している場合，この複合条件は

制限区域においては許容されるが，非制限区域においては，6.2.2 の規定のように，送信器による被ばく放

出レベルをアクセスレベル 1 又はアクセスレベル 2 まで低減しなければならない。 

スピルオーバのレベルがアクセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M，すなわち，ENHZ 内にあるシステ

ムでは，そのスピルオーバ（及び受信器の受信軸の周辺，例えば，受信器の前において，人体が被ばくし

得る放射）は制限区域内，管理区域内，6.2.2 に適合する非制限区域内又は非アクセス空間に限定しなけれ

ばならない。 

管理区域に設置されたアクセスレベル 3B 及びアクセスレベル 4 の送信器に関して，非アクセス空間を

含めて，管理区域以外の区域を通過し得る全ビーム光路は，表 2 のアクセスレベルに対する制限に従わな

ければならない。幾つかの応用においては，NHZ 全体を絶えず監視することによって，人がビーム光路を

遮ったときに，速やかに自動パワー減衰を行うことを保証し，この条件を満たしてもよい。MPE を超える

あらゆるスピルオーバ（及び受信器の受信軸の周辺，例えば，受信器の前において，人体が被ばくし得る

放射）は，管理区域内又は非アクセス空間に限定しなければならない。光学補助器具を用いる場合に MPE
を超えるスピルオーバは，制限区域内，管理区域内，6.2.2 に適合する非制限区域内又は非アクセス空間に

限定しなければならない。 

非制限区域では，400 nm～700 nm（可視光）の波長範囲において，FSOCS の設計は目への直接及び反射

との両方による露光の可能性が最小限になるよう設計しなければならない。 

注記 1 げん（眩）惑の懸念がある可視光の波長を非制限区域の全てで完全に禁止しない理由は，その

ような場所の全ての領域で現実的に人間が被ばくし得る（例えば，オフィスの特定の場所であ

る天井スペースなど）わけではないためである。 

表 2－アクセスレベルに基づく FSOCS の使用に対する制限 

区域区分  許容アクセスレベル  設置条件  

非制限区域  

アクセスレベル 1 又はアクセスレベル 2 設置条件なし  

アクセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M 6.2.2 参照  

アクセスレベル 3R 6.2.3 参照  

アクセスレベル 3B 及びアクセスレベル 4
は非制限区域に設置してはならない  

設置不可  

制限区域  

アクセスレベル 1，アクセスレベル 2，アク

セスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M 
設置条件なし  

アクセスレベル 3R 6.2.5 参照  

アクセスレベル 3B 及びアクセスレベル 4
は制限区域に設置してはならない  

設置不可  

管理区域  

アクセスレベル 1，アクセスレベル 2，アク

セスレベル 1M，アクセスレベル 2M 又はア

クセスレベル 3R 

設置条件なし  

アクセスレベル 3B 又はアクセスレベル 4 6.3.2 参照  
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非アクセス空間  

アクセスレベル 1 又はアクセスレベル 2 設置条件なし  

アクセスレベル 1M，アクセスレベル 2M 又

はアクセスレベル 3R 
6.4 参照  

アクセスレベル 3B 及びアクセスレベル 4
は非アクセス空間に設置してはならない  

設置不可  

運用組織は，技術的管理及び運用上の管理を含むエンドツーエンドシステムの設置，保守，サービス及

び安全使用に対して，最終的な責任を負う。特に，次の事項を含む。 

－ 意図した伝送経路外へのビームの反射及び受信器の受光エリア外へのビームのスピルオーバを含め，

全伝送経路のあらゆる場所における区域区分を特定する。 

－ それらの区域区分において，表 2 に示す製品のアクセスレベルに基づく要求事項及び設置条件が満た

されていることを保証する。 

－ 設置，保守及びサービスが，箇条 6 の要求事項を満たす能力をもつ組織だけによって実行されること

を保証する。 

送信器製造業者，設置業者及びサービス組織に対する要求事項も，この規格に含んでいる。 

レーザを用い光ファイバケーブルを介したデータ通信を意図する部分が FSOCS に含まれる場合，その

部分のハザードレベルの評価は JIS C 6803 を適用する。 

注記 2 JIS C 6803 は，最新版を引用規格としており，今後変更となる可能性がある。 

注記 3 光ファイバの部分及び FSOCS の部分は，E/O 変換（メディアコンバータなど）によって接続さ

れる。 

6.2 非制限区域における要求事項 

6.2.1 一般的要求事項 

非制限区域とは，普通に人々の出入りができる区域をいう（例えば，屋上の出入りが制限されていない

区域，地上の公共の場所，オフィス及び工業用敷地の解放された区域など）。水平方向に開放できる窓及び

囲われていないバルコニーに関しては，図 3 に示すように非制限区域を周囲境界線から 1 m 水平に拡張す

る。図 3 に示す非制限区域の屋上の端から 1 m 水平方向の上方領域も非制限区域となる。 

非制限区域を横切る又は非制限区域で受信される FSOCS の放射は，アクセスレベル 1 又はアクセスレ

ベル 2 でなければならない。 

FSOCS で使われ，かつ，追加条件なしで非制限区域に設置される FSOCS 送信器は，アクセスレベル 1
又はアクセスレベル 2 でなければならない。 

注記 FSOCS の一部を備えた携帯型デバイスの非制限区域での使用に関して:携帯型デバイスの送信部

が，レーザ開口から非常に近い距離で危険となる可能性のある高発散性ビームを放射する場合，

この近距離での被ばくから保護する追加の技術的管理手段（例えば，デバイスの機構的な設計に

よる，又は IPS による。）を組み込むことを検討する必要がある。このような携帯型デバイスの例

として，携帯電話がある。 
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Dimensions in meters 

 

図 3－屋外の区域区分の例 

6.2.2 非制限区域でのアクセスレベル 1M 及びアクセスレベル 2M の FSOCS 機器の使用 

非制限区域では，アクセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M の送信器の設置及び使用は，次の全ての

条件が満たされる場合だけに許容される。 

a) 送信器は，次のうち，一つ以上の条件を満たすように設置及び使用しなければならない。 

1) ENHZ 内での光学器具の使用が，合理的に予見可能な事象ではない。 

1.1) 平行ビーム送信器 箇条 4 に従って測定及び評価し，アクセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M
に割り当てる送信器は，送信器から 2 m 以上の距離にある ENHZ で，双眼鏡又は望遠鏡を用いた

観察が可能なように設置してはならない。例えば，アクセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M の

装置を非制限区域の屋上の端に置くことは，2 m 以上送信器から離れた ENHZ 内の全てのポイン

トが制限区域内（図 3 に示すように屋上の端に接する非制限区域を 1 m 拡張した地点の外側）に

ある場合には，許容される。この条件を，図 4 に示す。 

注記 1 送信器から 2 m 以内の距離での双眼鏡又は望遠鏡の使用は，合理的に予見可能な事象

とみなされていない。ただし，通常，送信器は，できる限り窓の近く又は屋上の端に
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置いている。 

1.2) 発散ビーム送信器 箇条 4 に従って測定及び評価し，アクセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M
に割り当てる送信器は，送信器から 100 mm 以内の距離にある ENHZ で，拡大鏡を用いた観察が

できるように設置してはならない。例えば，アクセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M の送信器

を天井に設置することは，送信器から 100 mm 以内にあるビーム光路内からの観察を窓又は他の

仕切りなどが遮る場合には，許容される。 

注記 2 合理的に予見可能な事象の判断は，運用組織の責任である（例えば，リスクアセスメ

ント規格として JIS B 9700 がある。）。 

2) 送信器は，図 5 に示すとおり，被ばくする可能性があるエネルギーをアクセスレベル 1 又はアクセ

スレベル 2 に制限するように，設置時に IPS 及び IPS に連動するインタロックコネクタを備えなけ

ればならない。 

b) アクセスレベル 1 又はアクセスレベル 2 を超えるレーザエネルギーが非制限区域内に（例えば，窓か

ら）反射して入り込まないことを保証するように設置しなければならない。 

c) 送信器及び／又は保護きょう体は，それを移動又は取り外すときには特殊工具を必要としなければな

らない。さらに，送信器又は保護きょう体の移動前後における危険を警告する目視可能なラベルを貼

らなければならない。ただし，送信器及び／又は保護きょう体がインタロックを備えている場合は除

く。 

 

図 4－非制限区域の屋上の端近くに設置されたアクセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M の送信器 
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注記 アクセスレベル 1M 送信器の ENHZ を監視する IPS の例である。監視領域への侵入を検知するとき，光学器

具を用いる場合でも，パワーは MPE レベル以下まで低下する。 
注 a) 設置付加保護システム（IPS）が監視する領域 

図 5－非制限区域におけるアクセスレベル 1M の送信器 

6.2.3 非制限区域でのアクセスレベル 3R の FSOCS 機器の使用 

非制限区域では，アクセスレベル 3R の FSOCS 送信器の設置及び使用は，次の全ての条件が満たされる

場合だけに許容される。 

a) 送信器は，次のうち，一つ以上の条件を満たすように設置しなければならない。 

1) NHZ 内での目への露光，及び ENHZ 内での光学器具の使用が，合理的に予見可能な事象ではない。 

2) 送信器は，図 5 に示すとおり，被ばくする可能性があるエネルギーがアクセスレベル 1 又はアクセ

スレベル 2 に制限されるように，設置時に IPS に連動するインタロックコネクタを備えなければな

らない。 

注記 合理的に予見可能な事象の判断は，運用組織の責任である（例えば，JIS B 9700）。 

b) 設置は，アクセスレベル 1 又はアクセスレベル 2 を超えるレーザエネルギーが非制限区域内に（例え

ば，窓から）反射して入り込まないことを保証しなければならない。 

c) 送信器及び／又は保護きょう体は，それを移動又は取り外すときには特殊工具を必要とし，さらに，

送信器又は保護きょう体の移動前後における危険を警告する明瞭なラベルを貼らなければならない。

ただし，送信器及び／又は保護きょう体がインタロックを備えている場合は除く。 

6.3 制限区域における要求事項 

6.3.1 一般的要求事項 

制限区域とは，一般の人々は立ち入ることが不可能だが，レーザ安全訓練を受けていないが特別に許可
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された人が立ち入ることが可能な区域をいう。光学器具を用いた観測状態が合理的に予見可能な場所では，

表 3 に示すように，適切な警告標識を提示しなければならない。 

屋内での制限区域の例には，オフィス内又は工業用建物内の設備室又は物置，及び施錠した又は専用の

部屋がある。屋内の制限区域には FSOCS のレーザ安全訓練を受けていない保守・サービス要員又は引率

された訪問者が立ち入ることが可能である。 

制限区域は，屋外にも存在している。建物の外部側面の制限区域は，図 3 に示すように，建物の外表面

から外側へ 2.5 m 以内まで，又はバルコニー若しくは階段から外側へ 1 m～3.5 m の範囲までとする。屋外

での制限区域の例には，商業施設又は工業施設屋上の立入りの制限された区域，電柱又は足場が存在する

場所がある。屋外の制限区域には，FSOCS のレーザ安全訓練を受けていない窓清掃員又は保守・サービス

要員が立ち入ってもよい。 

屋外は，次の条件のいずれか一方を満たしている場合は制限区域とみなす。 

a) 非制限区域の底面から上方の 3 m～6 m の範囲内 

b) 非制限区域から水平距離 2.5 m 以内の範囲内で，かつ，適用可能な場合，直下の非制限区域の底面か

ら上方 3 m を超える範囲 

注記 建物の立入りが制限されていない屋上に非制限区域がある場合，非制限区域の底面を水平方向に

1.5 m 広げた面を底面として上方 6 m 以内の非制限区域以外の区域は，制限区域である。 

屋上の床面から水平方向に 2.5 m，上方に 3 m の範囲，及び屋上への立ち入りが禁止されている範囲は，

制限区域である。 

制限区域では，区域を横切る又は区域内で受信される光無線レーザ放射は，光学器具を用いた観察が予

見される場合はアクセスレベル 1 又はアクセスレベル 2，光学器具を用いた観察が予見されない場合はア

クセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M を超えてはならない（すなわち，光学器具を用いない場合で MPE
の限界以下とする。）。 

FSOCS で使用され，追加条件なしに制限区域に設置する FSOCS 送信器は，光学器具を用いた観察が予

見される場合はアクセスレベル 1 又はアクセスレベル 2，光学器具を用いた観察が予見されない場合はア

クセスレベル 1，アクセスレベル 2，アクセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M でなければならない。 

6.3.2 制限区域でのアクセスレベル 3R の FSOCS 機器の使用 

制限区域におけるアクセスレベル 3R の送信器の設置及び使用は，次の全ての条件が満たされる場合だ

けに許容される。 

a) 送信器は，次のうち，一つ以上の条件を満たすように設置しなければならない。 

1) NHZ 内での目への露光及び ENHZ 内での光学器具の使用が，合理的に予見可能な事象ではない。 

2) 送信器は，図 6 に示すとおり，光学器具を用いた観察が予見される場合はアクセスレベル 1 又はア

クセスレベル 2，光学器具を用いた観察が予見されない場合はアクセスレベル 1，アクセスレベル

2，アクセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M に制限するように，設置時に IPS に連動するインタ

ロックコネクタを備えなければならない。 

b) 設置は，アクセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M を超えるレーザエネルギーが制限区域内に（例

えば，窓から）反射して入り込まないことを保証しなければならない。 

c) 送信器及び／又は保護きょう体は，それを移動又は取り外すときには特殊工具を必要とし，さらに，

送信器又は保護きょう体の移動前後における危険を警告する明瞭なラベルを貼らなければならない。
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ただし，送信器及び／又は保護きょう体がインタロックを備えている場合は除く。 

d) ENHZ のレベルをもち，受信器外にはみ出す全てのスピルオーバは，制限区域内に限定しなければな

らない。スピルオーバが非制限区域にはみ出す場合には，6.2.2 の条件に従わなければならない。 

 

注記 1 NHZ が屋内から屋外まで渡る場合は，その全体を監視するために更に注意が必要である。 
注記 2 アクセスレベル 3R 送信器の NHZ 全体を監視する IPS の例である。監視領域内での人体の被ばく状態を検

知するとき，光学器具を用いない場合でも，パワーは MPE レベル以下まで低下する。 
注 a) 設置付加保護システム（IPS）が監視する領域 

図 6－制限区域におけるアクセスレベル 3R の送信器 

6.4 管理区域における要求事項 

6.4.1 一般的要求事項 

管理区域は，適切なレーザ安全訓練を受けて許可された者を除いて，通常立ち入ることができない区域

（例えば，塔上に設置された通信装置，屋上の囲いで守られた領域，厳重に入室管理される施錠された部

屋など）である。 

管理区域では，アクセスレベル 1，アクセスレベル 2，アクセスレベル 1M，アクセスレベル 2M 及びア

クセスレベル 3R 送信器の設置及び使用は，条件の付加なしに許可される。光学器具を用いた観察が合理

的に予見できる場合には，表 3 に示すように適切な警告標識を設けなければならない。 

管理区域では，区域を横切る又は区域内で受信される FSOCS の放射は，6.4.2 の条件を除き，アクセス

レベル 1M，アクセスレベル 2M 又はアクセスレベル 3R を超えてはならない。 

6.4.2 管理区域でのアクセスレベル 3B 及びアクセスレベル 4 の FSOCS 機器の使用 

一般に，FSOCS 装置の設置及び使用時には，アクセスレベル 3B 及びアクセスレベル 4 を避けるような

方策が望ましい。ただし，アクセスレベル 3B 又はアクセスレベル 4 が管理区域に制限される場合，産業

標準の安全対策（例えば，JIS C 6802:2025）が，アクセスレベル 3B 及びアクセスレベル 4 の人体への被

ばくを防止する方策として許可される。アクセスレベル 3B 又はアクセスレベル 4 は，管理区域の外では
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許可されないことに留意する。 

管理区域では，次の a)～e)全ての条件が満たされる場合，アクセスレベル 3B 及びアクセスレベル 4 の

空間ビームレーザ送信器を設置及び使用してもよい。 

a) IPS が，管理区域の境界の外側に広がる NHZ 全体を含む空間への人の侵入を検知し，かつ，規定の時

間内に規定のレベルにレーザパワーを減少させるように IPS を配置する（5.4 参照）。 

b) 故障又は誤動作を要因とするレーザ放射を含めて NHZ を決定するように配慮するのがよい。 

c) 受信装置を NHZ 内に配置する場合，NHZ のレベルに相当する受信器からのいかなるスピルオーバも

管理区域内に含めなければならない。 

d) ENHZ のレベルに相当する受信器からあふれた全ての余分なスピルオーバも，6.2.2 を満たさない限り，

非制限区域内に入ってはならない。 

e) 運用組織に属するレーザ安全管理者［JIS C 6802:2025 の附属書 JA（使用者への指針）参照］は，管理

区域内でのレーザ障害に対する管理対策を確立して実行する責任がある。 

6.5 非アクセス空間における要求事項 

非アクセス空間は，非制限，制限又は管理区域に含まれない全ての区域を含む。この区域は，次の水平

方向［a)又は b)］及び垂直方向［c)］の両方の条件を満たす区域とする。 

a) 建物の外側面から水平方向に 2.5 m の距離，又は建物の占有区域（例えば，バルコニー，階段，開放

窓）から水平方向に 3.5 m の距離を隔てて外側に延長される区域。 

b) 制限区域の境界線から水平方向に外側へ延長される区域。 

c) 非制限区域の底面から上方に 6 m の距離，又は制限区域の底面から上方に 3 m の距離を隔てて，垂直

方向に上側へ延長される区域。 

注記 隣接した建物から 2.5 m 以上離れた建物の屋上の c)を満たす区域は，非アクセス空間に含んでい

る。 

これらの条件を，図 3 に示す。 

隣接する建物から 2.5 m 以上離れた建物の屋上で，非制限区域の上端から 6 m（又は制限区域の上端か

ら 3 m）から垂直方向の上方外側の領域は，非アクセス空間である。 

非アクセス空間では，FSOCS の光放射による被ばく放出は，アクセスレベル 3R を超えてはならない。 

FSOCS 送信器による NHZ が航行可能な空域と重なる場合は，関係航空当局に届出をしなければならな

い。また，FSOCS 送信器が UAS（C.6 を参照）などの航空機に搭載され，その NHZ が航行可能な空域を

横断する場合も，関係航空当局に通知するか，承認を得なければならない。可視レーザビームが空港の近

くで使われる場合は，付加的な規制要件に従わなければならない。 

6.6 鏡面反射 

FSOCS を設置して動作させるときは，主ビーム及びビーコン又はアライメント用送信器ビームの意図し

ない反射（全体及び／又は一部）を防ぐように注意するのことが望ましい（これは良好な作業慣行の例と

して，全てのアクセスレベルに適用することが望ましい。）。レーザビームの偶発的な誤方向への照射及び

予期しない反射の可能性は，アクセスレベル及び NHZ の評価において，システムの設置業者及び／又は

運用組織が適切に考慮しなければならない。 
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7 組織に対する要求事項 

7.1 即時使用可能な FSOCS 送信器又はシステムの製造業者に対する要求事項 

7.1.1 一般的要求事項 

FSOCS 送受信装置及び／又はエンドツーエンドシステムの製造業者は，次の要求事項を満たさなければ

ならない。 

a) 装置が，次に記載する全ての JIS C 6802:2025 の要求事項を満たすことを保証しなければならない。 

1) 製品のクラス分け 

2) 技術的特徴（例えば，放射標識，リモートインタロックコネクタなど） 

3) クラス分けに対応したラベル，手引書及びその他適切な書類 

b) FSOCS が送信器又は受信器からの延長用として光ファイバを使用する場合，装置が JIS C 6803 の要

求事項を満たすことを保証しなければならない。 

c) 設置業者，運用組織及びサービス組織に対し，次に示す付加情報を提供しなければならない。 

1) アクセスレベル 1，アクセスレベル 2，アクセスレベル 1M，アクセスレベル 2M 又はアクセスレベ

ル 3R を超える放射への露光を防止するために，製品に組み込んだ技術的設計の特徴に関する適切

な記載 

2) アクセスレベル 1，アクセスレベル 2，アクセスレベル 1M，アクセスレベル 2M 又はアクセスレベ

ル 3R を超える放射への露光を防止するための，予防策に関する明瞭な警告を含めた，適切な組立，

調整，保守及び安全使用のための適切な取扱説明 

3) 被ばく放射が箇条 6 の要求事項を超えないように，製品が設置され，かつ，サービスされ得ること

を保証するための，設置業者及びサービス組織への適切な取扱説明。これらは，水平及び垂直方向

のスペースに関する要求事項，非制限区域・制限区域・管理区域及び非アクセス空間の定義及び要

求事項，さらに，許容される場合，起こり得る露光を低減する目的でビーム広がりを増加又は減少

させるために必要なあらゆる調整に適用される手順及び予防措置を含む。 

4) APR 又は IPS を製造業者が提供する場合には，それらの反応時間及び動作パラメータ（例えば，目

標とするアクセスレベルに達するまでの時間） 

5) 設置時又はサービス時に APR 又は IPS を無効にすることが要求される場合は，自動パワー減衰又は

侵入検知が無効となる期間，安全な作業慣行及び／又は予防措置に関する情報，並びにそのシステ

ムの回復及び試運転に関する安全な手順などの情報を含めなければならない。 

6) 設置業者又は運用組織が，送信器に関係するあらゆる位置において最大アクセスレベルを決定でき

るようにするための十分な情報を，FSOCS 機器の製造業者が提供しなければならない。 

7) IPS をリモートインタロックコネクタ又は等価な伝送インタフェースに接続するための取扱説明 

8) アクセスレベルの割り当ての基となった条件を記す情報［つまり，箇条 4 の既定（簡略化した）評

価法の表に示された測定開口及び測定距離の条件］ 

9) 製品がアクセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M を超えて割り当てられている場合は，NHZ を提

供するのがよい。 

10) アクセスレベル 1 以外の全ての製品には，ENHZ がある場合，提供することが望ましい。 

11) FSOCS 製品の安全使用に関連したその他の情報 

7.1.2 製造業者への追加の要求事項 
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7.1.2.1 一般的要求事項 

製造業者はこの規格の定義に従って，設置手引書中に設置区域の種類を明確に定義し，非制限区域，制

限区域又は管理区域のいずれの区分にその FSOCS の設置を意図したかを明示しなければならない。 

APR を備えた製品は，5.3.2 f)に従ってよって設置場所を制限することが望ましい。 

設置手引書には，次に示す語句を含めなければならない。 

－ “注意－ここに規定した以外の手順による手順及び調整は，危険なレーザ放射の露光に結びつくこと

がある。” 

－ “航行可能空域を NHZ が横切る場合，関係航空当局に届出をしなければならない。” 

7.1.2.2 送信器 

設置手引書は，FSOCS のアクセスレベルごとに次の語句を含まなければならない。 

－ アクセスレベル 1 FSOCS 送信器 “これはアクセスレベル 1 の FSOCS 送信器であり，この手引書中

で定義した，非制限区域，制限区域，管理区域又は非アクセス空間に設置することができます。” 

箇条 1 に記載した免除事項を満たす送信器は，この記載は含まなくてよい。 

注記 対応国際規格の注記は，許容事項であるため，本文に移した。 

－ アクセスレベル 1M FSOCS 送信器 “注意：これはアクセスレベル 1M の FSOCS 送信器であり，こ

の取扱説明書中で定義した，非制限区域，制限区域，管理区域又は非アクセス空間に設置することが

できます。非制限区域での使用に対する設置制限を参照。” 

－ アクセスレベル 2 FSOCS 送信器 “注意：これはアクセスレベル 2 の FSOCS 送信器であり，この手

引書中で定義した，非制限区域，制限区域，管理区域又は非アクセス空間に設置することができます。” 

－ アクセスレベル 2M FSOCS 送信器 “注意：これはアクセスレベル 2M の FSOCS 送信器であり，こ

の手引書中で定義した，非制限区域，制限区域，管理区域又は非アクセス空間に設置することができ

ます。非制限区域での使用に対する設置制限を参照。” 

－ アクセスレベル 3R FSOCS 送信器 “注意：これはアクセスレベル 3R の FSOCS 送信器であり，この

手引書中で定義した，非制限区域，制限区域，管理区域又は非アクセス空間に設置することができま

す。非制限区域及び制限区域での使用に対する設置制限を参照。” 

－ アクセスレベル 3B FSOCS 送信器 “警告：これはアクセスレベル 3B の FSOCS 送信器であり，この

手引書中で定義した，管理区域に設置することができます。” 

－ アクセスレベル 4 FSOCS 送信器 “危険：これはアクセスレベル 4 の FSOCS 送信器であり，この手

引書中で定義した，管理区域に設置することができます。” 

7.1.2.3 受信器 

受信器又は受信位置に送信器を備えることができないシステムに対して，その受信器が光学器具を用い

た場合に MPE を超えるレーザ放射の受信を必要とするかどうか，及びその受信器をどのように適切に配

置するか，適切な情報を提供しなければならない。 

7.2 設置業者及びサービス組織に対する要求事項 

FSOCS の設置業者及びサービス組織は，被ばく放射が箇条 6 の要求事項を満たすことを保証するよう

に，機器の設置時及びサービス時において，製造業者が提供する取扱説明書に従わなければならない。 
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加えて，附属書 E に設置業者及びサービス組織への手引きが記載されている。 

アクセスレベル 1 及びアクセスレベル 2 以外のシステムに対しては，設置業者及びサービス組織は次の

事項に従わなければならない。 

a) 設置及びサービスを行う人員に対して，十分なレーザ安全訓練を提供する。 

b) 適切なアクセス管理及び警告標識を，表 3 に従って実施することを保証する。警告標識を要求する各

区域は，“アクセスレベル xx，JIS C 6804:202y”という文字を含める。警告標識は，表 3 に示すよう

に，（危険な領域への人の侵入に対して十分に警告するため）装置に隣接した位置及び入口のドア横に

貼り付ける。 

上記の“アクセスレベル xx，JIS C 6804:202y”においては，JIS C 6804 の最新版を表示しなければ

ならない。 

注記 1 “202y”は，その規格の発行年であることを示している。 

c) IPS モニタを使用する場合，その目的の防御機能を確実に提供する。 

d) アクセスレベル 3B 及びアクセスレベル 4 の FSOCS では，非制限区域及び制限区域で受信される放射

並びに管理区域で受信又は送信される放射に対して箇条 6 で規定した各区域における許容アクセスレ

ベルの制限を，ビーム方向調整の安定性及び据付けの制約を考慮した，合理的に予見可能な状況の下

で満たすことを，解析又は試験によって実証する。 

注記 2 アクセスレベルを確定するための測定条件 2 は，表 1 を参照。 

表 3－警告標識に関する要求事項 

アクセスレベル 区域区分 
非制限区域 制限区域 管理区域 

1 なし なし なし 
2 なし なし なし 

1M a) 適用しない b)。 なし c) なし c) 
2M a) 適用しない b)。 装置隣接 d) 装置隣接 d) 

3R 適用しない b)。 適用しない b)。 装置隣接 d)及び入口 
3B 適用しない b)。 適用しない b)。 装置隣接 d)及び入口 
4 適用しない b)。 適用しない b)。 装置隣接 d)及び入口 

注 a) アクセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M において，警告標識を提示する場合，“光学器具（双

眼鏡又は望遠鏡）を使用してはならない”という語句を含めなければならない。製品が，4.2 の測

定条件 2（高発散性ビーム）を満たさないためにアクセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M に割

り当てる場合は，“（双眼鏡又は望遠鏡）”を“（拡大鏡）”に置き換える。 
注 b) この区域区分では，各アクセスレベルが許容されていないため適用しない（表 2 参照）。 
注 c) 制限区域又は管理区域においてアクセスレベル 1M 用の警告標識を示さない場合，代替となる管

理的手段によって危険な光学器具を用いた観察を効果的に防止することを保証するのは，運用組

織の責任である。 
注 d) 警告標識は，必ずしも領域内に掲示する必要はなく，人が領域内に立ち入る前に警告を認識でき

る場所に掲示する。 

 

7.3 運用組織に対する要求事項 

運用組織は，エンドツーエンドシステムの安全に対して最終的な責任をもつ。これには特に，次の事項

を含む。加えて，附属書 E に運用組織への関する手引きが記載されている。 

a) ENHZ 内にあって，かつ，人体への被ばくが可能となる全伝搬経路における全ての箇所において，区

域の区分を決定する。 
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b) アクセスレベルの要求事項が，それぞれの区域の区分に対する要求事項を超えないことを保証する。 

c) 箇条 6 及び 7.2 の適用要件を満たす能力を備えた組織だけが，設置及びサービスを実行することを保

証する。 

d) 制限区域及び管理区域への立入りが，レーザ安全に関して適切に言及されていることを保証する。 

e) システム構築，運用，設置，サービス及び安全に関する要求事項が，継続的に遵守されていることを

保証する。 

f) アクセスレベル 3B 又はアクセスレベル 4 の機器をもつ管理区域では，レーザ安全管理者を選任して

いることを保証する。 

g) APR が動作しない場合クラス 3B 又はクラス 4 となる FSOCS 送信器において，その APR の故障通知

を受けた後は，故障状態の修理について，二次的な故障の発生を合理的に防止可能な時間内に行う。 

8 マーキング 

8.1 一般的要求事項 

送信時にアクセスレベル 1 を超える FSOC 送信機は，それぞれの開口に応じて（例えば，ラベル，スリ

ーブ，タグ，テープなどで）マーキングしなければならない。その情報は，該当する場合，表 4 に規定す

る情報を含まなければならない。 

被ばく放射がアクセスレベル 1 の場合，機器にマーキングする代わりに，上記の情報を使用者への情報

に含めてもよい。 

マーキングは，黄色地に黒でなければならない。製造業者又は運用組織が提供する資料にマーキングを

模写する場合，白地に黒としてもよい。 

マーキングのサイズは，明瞭に読める場合は，小さくしてもよい。レーザ機器又は光増幅器を含むサブ

アセンブリのマーキングを含め，全てのアクセスレベルのマーキングは設置業者又は運用組織が提供する

責任がある。この理由は，アクセスレベルがエンドツーエンドの FSOCS の危険性のレベルであり，例えば

APR，IPS などのシステム全体の安全性に関わる機能に依存するためである。 

単独状態で使用されるサブアセンブリには，JIS C 6802:2025 に従ってクラス分けされ，ラベル付けされ

なければならない。 

FSOCS の一部として組み込まれるサブアセンブリには，この規格に従ってアクセスレベルが割り当てら

れ，マーキングされなければならない。 

JIS C 6802:2025 及びこの規格の両方の範囲内にある機器は，クラス及びアクセスレベルの両方がマーキ

ングされなければならない。 

注記 このような状況の例として，LiDAR の機能と FSOCS の機能との両方を提供する機器がある。

LiDAR の機能に対しては JIS C 6802:2025 に従ってクラス分けされ，FSOCS の機能に対してはこ

の規格に従ってアクセスレベルが割り当てられる。 

表 4－マーキングに関する要求事項 
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被ばくし得

るアクセスレ

ベル  

マーキングに関する要求事項  

1 マーキングは，なくてもよい。  

1M 

 

  

2 

 

 

2M 

 

 

3R 

 

 

3B 

 

 

4 

 

 

注記 不可視レーザビームの危険性に関しては，8.4 を参照。 

a) 

 

注意 

アクセスレベル1Mレーザ放射 b) 

ビームをのぞき込まないこと，また，減衰機能

をもたない光学器具で直接ビームを見ないこと 

c) 

a) 
 

 

注意 

アクセスレベル2レーザ放射 b) 

ビームをのぞき込まないこと 

c) 

a) 
 

注意 

アクセスレベル2レーザ放射 b) 

ビームをのぞき込まないこと，また，減衰機能を 

もたない光学器具で直接ビームを見ないこと 

c) 

a) 
 

注意 

アクセスレベル3Rレーザ放射 b) 

ビームの目への直接被ばくを避けること  

c) 

a) 
 

警告 

アクセスレベル 3B レーザ放射 b) 

ビームの被ばくを避けること 

c) 

a) 
 

危険 

アクセスレベル 4 レーザ放射 b) 

ビームの被ばくを避けること 

c) 
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注 a) JIS C 6802:2025 の図 3 に従った警告ラベル。 
注 b) 波長範囲が 400 nm〜700 nm の場合，用語“放射”を“光”に置き換えてもよい。 
注 c) JIS C 6802:2025 の図 4 に従った説明ラベル（縁取り）。この縁取りに JIS C 6802:2025 の図 3 に従った

危険シンボルを包含してもよい。 

 

8.2 送信器の開口のマーキング 

FSOCS 送信器の開口の位置には，レーザ放射が機器からどの方向・どの範囲に放射されるかが明確に示

されるように適切なマーキングを行わなければならない。JIS C 6802:2025 の 7.8 を参照。 

8.3 耐久性－安全マーキングの視認性及び恒久性要求条件 

この規格が要求するマーキングは全て耐久性があり，明瞭に判読できなければならない。マーキングの

耐久性については，通常の使用の影響を考慮しなければならない。 

注記 耐久性の要求事項及び試験は，IEC 60950-1:2005 の 1.7.11 及び JIS C 62368-1:2021 に記載されて

いる。 

8.4 不可視放射に対する警告 

レーザ出力の波長が可視の波長範囲 400 nm〜700 nm にない場合，表 4 中のマーキングにある“レーザ

放射”の語句は“不可視レーザ放射”と置き換え，また，レーザ出力の波長がこの波長範囲の内側及び外

側の両方にある場合，“可視及び不可視レーザ放射”と置き換えなければならない。可視レーザ放射のレベ

ルに基づいてアクセスレベルを割り当てられた製品が，不可視の波長においてクラス 1 の AEL を超えて

放出するする場合，マーキングには“レーザ放射”の代わりに“可視及び不可視レーザ放射”の語句を用

いなければならない。 
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附属書 A 
（参考） 

理論的根拠 
 

レーザ製品の安全，機器のクラス分け，要求事項及び使用者への指針については，JIS C 6802 に

よって規定又は記載される。JIS C 6802 は，元来，局所的に良く管理された自己完結型の製品を対

象としている。対照的に，FSOCS は自由空間へビームを放射する性質上，通常の操作の一環とし

て，広範囲にわたって光学的な危険をもたらす可能性がある。  

FSOCS からの出力によってもたらされる潜在的な危険性は，NHZ 又は ENHZ 内へ人間が侵入す

る可能性によって異なる。この規格は，その危険性を最小限にするための技術的要求条件及び使用

者への予防措置を規定している。  

FSOCS は，自由空間にレーザを放射することによって無線通信を実現する。FSOCS 内の人が立

ち入ることが可能な各場所には，人体の被ばく状態が生じる潜在的な危険性の指針として，システ

ムの運用組織によって“アクセスレベル”が割り当てられている。これらのアクセスレベルは，JIS 
C 6802 に記載されている製品のクラス分け手順に類似（ただし，同一ではない。）した方法で，ア

クセスレベル 1，アクセスレベル 1M，アクセスレベル 2，アクセスレベル 2M，アクセスレベル 3R，

アクセスレベル 3B 及びアクセスレベル 4 として定義される。  

さらに，FSOCS がアクセスレベル 3R を超えるアクセスレベルで設置されている場合，NHZ は，

MPE を超える範囲内の領域として定義される。また，FSOCS がアクセスレベル 1M 又はアクセス

レベル 2M を超えるアクセスレベルで設置されている場合，ENHZ は，自由空間に放射されたビー

ムを光学器具を用いた場合に MPE を超える領域として定義される。  

運用組織が FSOCS の設置，運転又は保守を下請に出す場合，レーザの安全性に関する責任は，

運用組織が明瞭に指定することが望ましい。  

要約すれば，JIS C 6802 とこの規格との主な相違点は，次のとおりである。  

－ FSOCS 内で被ばくする可能性のある全てのそれぞれのビームは，この規格で定義されている“アクセ

スレベル”を割り当てる必要がある。 

－ 特定のアクセスレベルに対して要求される安全予防措置は，区域区分，すなわち，住居用家屋，立入

りが制限される工場地域，出入りが管理される交換機械室などによって決定される。例えば，この規

格では，住居内（非制限区域）では，FSOCS は，アクセスレベル 1 又はアクセスレベル 2 の規定に従

った光放射だけを放出することが許可されるが，制限された領域では，より高いアクセスレベルが許

可される可能性があると規定している。 

－ この規格では，アクセスレベルの決定に測定条件 1（望遠鏡又は双眼鏡による観察）及び測定条件 3
（裸眼による観察）に加えて，高倍率拡大鏡を使用した測定条件 2 が適用される。 

注記 上記の測定条件 2 についての言及は，この規格で定義されているように，自由空間に放出される

ビームに適用されるアクセスレベルの決定に関するものである。光ファイバへの接続もある場合

は，JIS C 6803 で規定されているように，光ファイバから放出されるビームのハザードレベルの

決定に関しても測定条件 2 が適用される。 
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附属書 B 
（参考） 

“アクセスレベル”の意味の明確化 

 

B.1 一般的事項 

この附属書では，JIS C 6802:2025 で定義される“レーザクラス”と，この規格で定義される“アクセス

レベル”との違いを説明する。 

B.2 クラス 

“クラス”という用語は，製品又は内蔵された光送信部を放出レベルに基づき安全性の面からクラス分

けする手段に対応する。それらの放出レベルは，JIS C 6802:2025 の各クラスの AEL の表に規定されてい

る。クラスは，合理的に予見可能な条件の下で安全であるクラス 1 から，最も危険となり得るクラス 4 ま

である。JIS C 6802:2025 では，製品のクラス分けは，単一故障状態を含む，合理的に予見可能な運用条件

に基づいている。 

B.3 アクセスレベル 

“アクセスレベル”は，この規格で規定する用語であり，この用語は，使用中，メンテナンス中又は故

障時に FSOCS が自由空間上に放出するビームの経路上で，被ばくし得る任意の区域におけるレーザ放射

による潜在的な危険性に対応する。アクセスレベルの評価には，JIS C 6802:2025 に規定する各クラスの被

ばく放出限界表を用いるが，この規格では幾つかの場合において幾つかの違いが紹介されている。 

JIS C 6802:2025 とこの規格との違いは，次による。 

この規格では，皮膚に対する MPE に関連する制限を追加し，C7 は 1 200 nm～1 400 nm の波長範囲で再

定義される。 

この規格では，自由空間に放射されるビームのうち，発散するビームを確認するために，測定条件 2 が

適用される。この確認の目的は，例えば携帯電話のような短距離かつ広角の通信における安全性の確保を

保証するためである。 

アクセスレベルの評価は，箇条 4 に規定している。評価は，実際の測定，又は放出パワーと既知の時定

数とに基づく計算が可能である。また，アクセスレベルは合理的に予見可能な状況下で，適用される波長

及び適用される放出持続時間によって割り当てられる。 

アクセスレベルの評価では，ハードウェア構成部品の偶発故障及び系統的故障（例えば，APR の機能を

制御するソフトウェアの不具合）から起こる合理的に予見可能な故障条件を考慮することが望ましい。し

たがって，複数の故障条件を含めることが必要となり，そのような状態が起こる発生確率を判断するのは，

責任のある組織で実施することが望ましい。 

注記 JIS C 6802:2025 は，単一故障条件に言及しているが，複数の故障が組み合わされて危険な状況を

引き起こすことは合理的に予見可能である。 

附属書 A の記載内容は，要約すると，“FSOCS は，JIS C 6802:2025 の要件に従ってクラス分けされ，さ

らに，FSOCS の放出レベルには，安全のためにこの規格で定義されているアクセスレベルが割り当てられ
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る。”と記載している。 

“アクセスレベル”は，FSOCS からのレーザ放射に対して割り当てられる。  
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附属書 C 
（参考） 

計算例及び適用例 
 

C.1 この附属書の計算例に用いる記号 

この附属書の計算例に用いる記号を，次の表 C.1 に示す。 

表 C.1－この附属書の計算例に用いる記号及びその定義 

記号  単位  定義  

a m 出射レーザビームの直径  

PAELa) 
QAELa) 
EAELa) 
HAELa) 

IAELa) 

W 
J 

W･m–2 

J･m–2 

W･sr–2 

放射パワーで表した被ばく放出限界 a) 
放射エネルギーで表した被ばく放出限界 a) 

放射照度で表した被ばく放出限界 a) 
放射露光で表した被ばく放出限界 a) 

放射強度で表した被ばく放出限界 a) 

a rad 空間中の一点に対し，アパーレント光源（拡散反射を含

む。）の張る角度  

amin rad 分散光源の取扱いが必要となる光源の張る最小視角（1.5 
mrad）  

amax rad 分散光源に対する補正係数 C6 が光源の大きさ（視角 α）に比

例して変化する光源の張る最大視角（5 mrad から 100 mrad ま

で変化する。）  

E W･m–2 アパーレント光源からの規定距離 r における放射照度  

l nm レーザ放射の波長  

f rad 出射レーザビームの発散角  

注 a) 対応国際規格では，単位の異なる被ばく放出限界の量記号を全て“AEL”で表していたが，この規格で

は単位ごとに異なる量記号を用いている。 

 

C.2 NHZ 及び ENHZ の例 

C.2.1 一般的注意事項 

NHZ 及び ENHZ の概念は，定義だけからいつもすぐに理解できるものではないので，ここでは，理解の

一助とするため，幾つかの具体例を挙げる。この規格の正確な解釈もまた，この規格で定義されているア

クセスレベルに対する読者の明確な理解によるところである。 

次の例は，解析を単純化するため，また，概念を例証するため，基礎的な仮定がなされている。 

C.2.2 例）平行ビームをもつアクセスレベル 1M の FSOCS 送信器 

最初に，平行ビームをもつアクセスレベル 1M の FSOCS 送信器について考察する。この場合，NHZ は

存在せず，ENHZ は，人が最も近づける点から 2 m から始まる。これは，限定された焦点調節範囲をもつ
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典型的な望遠光学器具（例えば，双眼鏡）を使用した場合，合理的に予見される最短距離は 2 m であると

考えられることによる。2 m の限度を超える ENHZ の範囲は，製品の更なる詳細仕様，すなわち，波長，

視角，放射パワーの時間依存性，ピークパワー，ビーム広がり，最小ビーム径及び放射照度分布に依存す

る。レーザ放射が地域及び天候によって大気に吸収される比率が極めて小さくなる可能性があるため，大

気による吸収は考慮しない。 

C.2.3 例）発散ビームをもつアクセスレベル 1M の FSOCS 送信器 

次に，発散ビームをもつアクセスレベル 1M の FSOCS 送信器について考察する（これは，この規格の

表 1 の測定条件 2 を満足しない）。この場合，302.5 nm～4 000 nm の領域における NHZ は存在せず，

ENHZ の範囲は，アパーレント光源の位置から 14 mm～100 mm の間の領域に限定される。これは 14 mm
及び 100 mm が，測定条件 2 にそれぞれ適用される最小及び最大の距離であるからである。前述の例と同

様に，この距離範囲は拡大鏡のような短焦点距離の光学器具での，合理的に予見される使用法を理論的根

拠としている。前述の例と同様に，アパーレント光源からの 14 mm～100 mm の領域における ENHZ の範

囲に関する更なる詳細は，送信器の諸特性に依存する。 

C.2.4 例）アクセスレベル 3B の FSOCS 送信器 

次に，最も制限的な測定条件 2 のアクセスレベル 3B 送信器について考察する。 

特に，次の点を考慮する。 

－ 放射アパーチャー直径 d0＝1 mm をもつ均一放射照度ビーム 

－ 広がり全角 φ＝0.1 rad 

－ 波長 1 500 nm  

－ 平均 CW ビームパワー P＝360 mW 

単純化のため，ここでは，放出開口からの任意の定められた距離において，ビーム放射照度はビーム広

がり円すいの中では一定であり，円すいの外ではゼロであるとする。 

任意の距離 r におけるビーム直径は，次の式で得られる。 

d(r)＝d0＋2 r・tan(
2
φ

)≒d0＋rφ 

NHZ の最大値は，JIS C 6802:2025 の用語及び定義で公称眼障害距離（NOHD）として説明されており，

光学器具を用いない観察に適用される測定開口内の平均放射照度が MPE を下回る距離を計算することで

RNOH と定義される。これは測定開口で集光されるパワーを，クラス 1 及びクラス 1M の AEL に設定する

ことと等価である。これは測定開口で集光されるパワーを，JIS C 6802:2025 のクラス 1 の AEL に設定す

ることと同等であり，測定開口の寸法は，この規格の箇条 4 でそれぞれアクセスレベル 1 及びアクセスレ

ベル 1M に対して定義されている寸法である。この例の均一放射照度の仮定を用いると，この集光パワー

は，ビームエリアに対する測定開口エリアの比率で定義される。 

注記 ここでいうビームエリアとは，JIS C 6802:2025 の d63で示すビーム面積のことをいう。 

PAEL ＝P［
d

d UM ］2 

ここで，dUM＝3.5 mm は適用される，光学観察補助器具なしで適用される測定開口直径である。 

公称眼障害距離（NOHD）の解を得るために上の式を用いて， 
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JIS C 6802:2025 より AEL は 10 mW になる。 

 

したがって，NHZ はアパーレント光源位置から 70 mm に始まり，200 mm の距離まで拡張される。 

ENHZ には，JIS C 6802:2025 の測定条件 1 及び測定条件 3，並びにこの規格の表 1 による測定条件 2 の

それぞれに立脚した三つのパートがある。測定条件 2 によって定義される ENHZ は，NHZ より小さく，単

に 14 mm に拡張される（アパーレント光源位置からの測定）。 

測定条件 1 で定義されるパートは，光学器具ありの観察に適用される測定開口（JIS C 6802:2025 の表 10
参照）によって集光されるパワーが，アクセスレベル 1 及びアクセスレベル 1M の AEL を下回る距離を計

算することで定義される。この距離は，JIS C 6802:2025 の“拡張 NOHD”及びこの規格の表 1 として参照

される。ENHZ の解析は，測定開口直径を新たに dAM＝25 mm とすること以外は NHZ と同じである。 

これを上記の式に代入することで，拡張 NOHD の値 RNOH,E について次の式を得る。 

 

この距離は 2 m より短いので，測定条件 1 で定義した ENHZ による寄与はない。 

C.3 鏡面反射光の観察 

光線が，建物の窓を透過して放出される場合，アクセスレベル 1M 及びそれ以上において，幾つかの場

合で，正反射（鏡面反射：フレネル反射）が問題になることがある。光線がもう一方の建物の送受信装置

場所に向けて放出されるとき，一般用窓ガラスと空気との各境界面において，鏡面反射が発生し，一面当

たりの反射率の典型値は屈折率に依存するが 0.04 である。したがって，一枚窓への近法線（垂直）ビーム

入射においては 4 ％＋4 ％，すなわち，8 ％が反射される。光線の放射照度が MPE の 1/0.08 倍，すなわ

ち，12 倍を超える場合，反射光線の放射照度は MPE を超える。さらに，フレネルの反射法則によって，

非垂直（斜）入射角における反射率は増大する場合がある。したがって，さらなる安全面での評価が必要

となる。光送信装置室の占有空間への反射戻り光の方向を決定することが重要である。光送受信器側又は

受信器側に入射するビームによる反射に関しては，その入射光ビームの放射照度が MPE を大幅に超える

ことは通常考えにくいので，したがって，それが空間に戻る反射光については，ほとんど考慮しなくても

よい。ただし，設置業者はこのことを考慮するのがよい。 

例 波長 1.15 μm，ビーム直径（a）0.2 m，4 W で動作するアクセスレベル 3B の自由空間レーザからの

平行ビームが，事務所の建物の窓に対して，垂直から 20 度の角度で外に向けられたとする。送信器

側の室内への反射戻り光を評価する。 

2
22 mW127

)m2.0(
W08.527.1 －φ





a

E  
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この波長における連続観察（＞10 s）に対する MPE は，50 W･m－2 である。 

窓の反射率は，50/127＝0.39 より非常に小さいので，反射ビームの放射照度は MPE を下回る。しかし，

反射光線はアクセスレベル 1M と同等であり，（防護フィルタのない）望遠鏡が反射光線の光路に沿って窓

に向けられた場合は，光学器具での観察による危険が存在し得る。 

このガラスのこの角度における反射率が 0.10（10 ％）と測定されたと仮定すると，反射光線の放射照度

は 13 W･m－2 となり，以上の拡大率をもつ減衰機能のない望遠鏡に対しては危険を及ぼす。いうまでもな

く，反射光線の光軸からの角度ずれを評価しなければならない。光送信器は，窓ガラスの至近距離に設置

されるか，又は窓ガラスと光送信器の開口との間に保護囲いを設けるのが最もよい。建物の外への反射は，

アクセスレベル 1M の光線を発生することがあり，評価しなければならない。 

C.4 発散，拡散赤外送信器の例 

注記 発散は点光源から発散していくビーム，拡散はディフューザ（曇りガラス状のもの）又は反射に

よって散乱していくビームを指す。 

この例では，会議室内でのポイントツーマルチポイント通信に用いられる赤外レーザダイオード光放出

器について考察する。光送信器仕様として，次を用いる。 

－ ピーク波長  940 nm 

－ スペクトル幅  4 nm（半値全幅） 

－ 広がり角  完全拡散面（ランベルト分布） 

－ 放射強度:  800 mW･sr－1（最大軸上放射） 

まず，光源サイズが未知の場合を考察し，したがって，最も制限的な光源視角を仮定する。JIS C 6802:2025
を参照すると，適用される AEL は 1.18 mW である。 

アクセスレベル 1 の条件を満足するためには，14 mm の距離及び直径 3.5 mm の開口で測定したとき，

このデバイスの出力は，この AEL を超えてはならない。同様にクラス 1M に対しては，100 mm の距離及

び直径 7 mm の開口で測定したときに，送信器の光出力パワーはこの AEL を超えてはならない。 

精巧な（かつ費用のかかる）測定を実施する前に，適用される AEL 及び測定条件を，部品のデータシー

トの代表値仕様と直接比較できる放射強度限界値に変換することで，JIS C 6802:2025 及びこの規格の表 1
の内容を理論的に確認することが望ましい。このために次に示す“逆自乗則”が適用可能である。 

2r
IE＝

 

ここで，E は光源距離 r における放射照度（又は放射露光），I は放射強度である。 

AEL 及び直径 7 mm の測定開口（A=3.85×10－5 m2 の面積）に対応する放射照度は，上記から次の式のよ

うになる。 

EAEL ＝
 
 25

3

m1085.3
W1018.1

－

－




＝30.6 W･m－2 

これは，JIS C 6802:2025 における MPE に一致することに留意する。この放射照度からの適切な最大許

容放射強度を決定するために，“逆自乗則”の上の式は，次のように変形される。 
IAEL = EAELr2 
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これに，前述の測定距離を代入することで，次の結果を得る。 

－ アクセスレベル 1    IAELClass 1 = 150 mW･sr−1 

－ アクセスレベル 1M    IAELClass 1M = 306 mW･sr−1 

－ アクセスレベル 3R（5 x アクセスレベル 1） IAELClass 3R = 768 mW･sr−1 

C.5 二つの制限区域間を接続する FSOCS 

図 C.1 に示すように，接続され遠く離された 2 台の FSOCS 端末の配置について考察する。 

 

図 C.1－二つの遠く離れた場所の間の接続 

この規格の基本的な考え方を説明しつつ，例を単純化する目的で，双方の送受信器は，ビーム広がり円

すいの内側において一定の放射照度でレーザビームを送信し，円すいの外側には放射しないとする。送受

信器 A を，制限区域に設置する。送受信器 A の前方にある開かない建物の窓は，TW＝0.3 の透過をもち，

この例では，窓の反射率は，1－TW＝0.7 で表される。一般的に窓の透過及び反射特性は，波長，入射角並

びに窓の層数及び偏光状態に依存する点に注意が必要である。送受信器 A から送受信器 B までの距離は，

接続距離 RL＝300 m である。端末 B は，管理区域である屋上に設置される。各送受信器の設置場所に加え

て，この例では，考慮する次の 5 か所がある。 

－ 送受信器 A 前方の窓から部分的に反射する送受信器 A のビームが横切る場所 

－ 送受信器 A が位置する建物の窓のすぐ外側の場所 

－ ビーム光路が垂直 2 m の上方にある，送受信器 A と送受信器 B との双方から RINT＝140 m に位置する

中間のビルの屋上 

－ 送受信器 A からのスピルオーバ放射を受ける光路上にあって，送受信器 B の後方距離 RS＝50 m にあ

る非制限区域の建物 

－ 送受信器 A のすぐ前面の窓で反射する送受信器 B の放射を受ける直線上にあって，送受信器 A から

の距離 RR＝75 m にある非制限区域の場所 

これらの送受信器の送信器の特徴は，次のとおりである。 

・ 送受信器 A 送信器 
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－ アクセスレベル 1M 

－ 広がり円すい内で均一な放射照度分布 

－ 送信器のビーム直径 DA＝100 mm 

－ 軸対称なビーム広がり全角 φA＝2 mrad 

－ 波長 λ＝1 550 nm 

・ 送受信器 B 送信器 

－ アクセスレベル 3B 

－ 広がり円すい内で均一な放射照度分布 

－ 送信器のビーム直径 DB＝10 mm 

－ 軸対称なビーム広がり全角 φB＝1 mrad 

－ 波長 λ＝1 550 nm 

最初に，ビーム光路の位置に沿って安全性の制限が課せられる，端末 A の送信パワーに対する制限につ

いて考察する。この送受信器はアクセスレベル 1M の装置であり，放射ビームは，波長 1 550 nm において

光学器具を用いない場合であれば MPE を超えない。この波長での MPE は，1 000 W･m－2である。この場

合に対して適用される測定条件は，送信開口の直前（例えば，距離ゼロ）に置かれた直径 3.5 mm の測定開

口内に入るパワーが，10 mW を超えないということである。したがって，均一な放射照度をもつ最大送信

開口内に入る全ビームパワーは，(DA/3.5 mm)2×(10 mW) ＝8.16 W に制限される。この例では，アパーレン

ト光源は，(DA/φA)＝50 m 程度となる送信開口の後方遠方に位置しており，測定開口は，アパーレント光源

から確実に 2 m 以上離れている。 

送受信器 A からの送信ビームに沿って，ビームは制限区域内の窓で部分的に反射する。この例では，全

光ビームパワーの 70 ％が，送受信器 A が設置された制限区域の中へ向かって反射され，その大きさは光

学器具を用いた場合に MPE を超える可能性がある。したがって，送受信器 A が設置された制限区域では，

制限区域を出て非制限区域に入るような反射ビームを防ぐための，十分な手段を提供しなければならない

という点に注意することが重要である。この条件は，遮光性（又は高拡散性）をもつパーティションで制

限区域を囲うことによって，一般的には満足することが可能である。同様に，運用組織の管理方法は，通

常閉鎖されたままの非制限区域内への入口ドア又は通路を備え，かつ適切な注意表示を備えなければなら

ない。 

次に，窓を通過した送受信器 A からのビームは，送受信器 A が設置された建物に隣接する空間に入る。

この空間が非制限区域の底面から垂直 3 m 以内であるならば，この場所での放射ビームは，光学器具を用

いた場合でも MPE を超えてはならない。このように短い送信器からの距離では，（2 mrad で与えられる広

がり角で，）ビーム直径の拡大はごく僅かで，窓のすぐ外側での最大ビームパワーは，(DA/25 mm)2×(10 mW)
＝160 mW に制限される。窓の透過損失を考慮すると，送受信器 A の送信パワーは(160 mW)/TW＝533.3 mW
に制限される。一方，ビームが，非制限区域の底面から 3 m 以上にある窓のすぐ外側の建物に隣接した区

域を横切るとすれば，その区域は制限区域と考えられる。ビームサイズが送信器からの距離が大きくなる

に従って著しく拡大していないとすれば，最大許容のビームパワーは，この場所で再び 8.16 W となる。窓

の透過損失を考慮すると，この条件は，送受信器 A の送信パワーを(8.16 W)/TW＝27.2 W に制限する。この

場合，送受信器 A 送信器のアクセスレベル 1M 限界は，より制限的である。 

送受信器 A のビーム光路に沿った考察における次の区域は，光路の中間に位置する屋上である。屋上が

公共の駐車場又は展望デッキのような非制限区域の場合，非制限区域の底面に対し垂直 3 m 以内であるの

で，ビームは光学器具を用いた場合でも MPE を超えてはならない。この場所のビームの直径は，DA＋
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RINT×φA＝380 mm である。この場所の全ビームパワーの限界は，（これまでどおり，均一な放射照度の仮定

を用いて，）(380 mm/25 mm)2×(10 mW)＝2.3 W となる。窓ガラスによる減衰を考慮すると，この中間にあ

る屋上の制約によって許可される最大放射パワーは，(2.3 W)/TW＝7.6 W となる。一方，中間にある屋上が

制限区域であるとすると，送受信器 A は最大のアクセスレベル 1M パワーで動作させることが可能である。 

送受信器 A の光ビームは，送受信器 B の受信開口によって部分的に遮られる。送受信器 B が管理区域内

にあるので，受信光は，単に拡大機能をもつ光学器具を用いない場合でも MPE を超えてはならないことを

考慮する。したがって，この場合は，送受信器 A アクセスレベル 1M 送信器のパワーは制限されない。 

送受信器 B によって受光されない送受信器 A のスピルオーバ放射は，送受信器 B を越えて距離 RS離れ

た非制限区域に到達する。この部分的に遮光されたスピルオーバ・ビームの直径は，DA＋(RL＋RS)×φA ＝
800 mm である。この場所における全ビームパワーの限界は，（端末 B が存在しないと仮定して，） (800 mm 
/ 25 mm)2 × (10 mW)＝10.2 W である。窓ガラスでの損失を考慮すると，この非制限区域での制限によって

許可される最大放射パワーは(10.2 W)/TW＝34 W となる。したがって，この制約は，送受信器 A アクセス

レベル 1M 送信器のパワーを制限しない。 

先の検討では，送受信器 A の最大送信パワーは，窓のすぐ外側の場所が制限区域又は非制限区域である

か，及び中間にある場所が制限区域又は非制限区域であるかに依存することを示す。送受信器 A の最大送

信パワーは，これらの基準に依存して，533.3 mW，7.6 W 又は 8.16 W となる。 

次に，送受信器 B から放射されるビームについて同様の解析を行う。送受信器がアクセスレベル 3B で

あり，かつ，DB＜25 mm であることは，送信開口の直近で，ビームパワーが 500 mW に制限されているこ

とを意味する。 

アクセスレベル 3B 又はアクセスレベル 4 の FSOCS 送信器に課された条件は，放射が遮られる場合に，

放射されたパワーが光学器具を用いない場合でも MPE 以下に減らされることを保証するために，全ての

NHZ をモニタすることである。均一な放射照度ビームをもつこの例では，NHZ の範囲は，ビームが MPE
を超えなくなる直径 Dminに広がる距離を求めることによって，又は式(Dmin / 3.5 mm)2 × (10 mW)＝500 mW
によって決定される。NHZ におけるビーム直径の解を求めると，Dmin＝24.7 mm が得られる。この直径は，

また，ビーム広がり角及び NHZ の範囲を用いて，Dmin＝DB + RNHZ × φBのように表すことが可能である。

NHZ 範囲の解を求めると，RNHZ＝14.7 m が得られる。 

送受信器 B のビーム光路に沿って更に移動すると，中間の屋上に到達する。この場所に達するビームの

直径は，DB ＋ RINT × φB＝150 mm である。この場所が非制限区域の場合，全ビームパワーの限界は，（こ

れまでどおり，均一な放射照度の仮定を用いて，） (150 mm / 25 mm)2 × (10 mW) = 360 mW である。一方，

中間にある屋上が制限区域の場合は，中間にある場所が NHZ である 14.7 m を超えているので，アクセス

レベル 3B 送信器の最大パワーは許可される。 

送受信器 B のビーム光路に沿った次の重要な領域は，送受信器 A が設置された建物のすぐ外側である。

この場所に達するビーム直径は，DB + RL × φB＝310 mm である。この場所が非制限区域の場合の全ビーム

パワーの限界は，(310 mm / 25 mm)2 × (10 mW)＝1.53 W となる。これは，アクセスレベル 3B 送信器の最大

パワーを超えているので，この条件はパワー限界を制限しない。 

さらに，送受信器 B のビームは，受信される送受信器 A の前方の窓を通って部分的に透過し，また，距

離 RR離れた非制限区域の方向へ，窓で部分的に反射される。この場所に達するビームの直径は，DB + (RL 
+ RR) × φB＝385 mm である。窓の反射を考慮すると，この場所の送信ビームパワーの限界は，(385 mm / 25 
mm)2 × (10 mW) / (1－TW)＝3.38 W である。この場合も，アクセスレベル 3B 送信器の最大出力を超えるた

め，懸念はない。 
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上記の解析は，中間にある屋上が制限区域である場合，送受信器 B からの最大送信パワーは，500 mW
であることを示す。中間にある場所が非制限区域の場合には，最大送信パワーは，360 mW に減少する。送

受信器 A の場所及び送受信器 A の前方の窓から反射されたビームの行き先は，ビーム放射照度が光学器具

を用いた場合でも MPE より低くなるので，懸念の範囲でない。 

C.6 無人航空機システム［UAS：Unmanned (uncrewed) Aerial (aircraft) system］ 

この例では，無人航空機による遠隔地点のポイント・ツー・ポイント・ネットワーク接続に使用される

FSOCS について考察する。 

図 C.2 では，3 機の無人航空機（UAS1，UAS2 及び UAS3）が，それぞれに搭載された FSOCS によって，

自由空間上を介して光による無線通信によって通信をしている。地上局 A 及び地上局 C も，自由空間を介

して光による無線通信によってそれぞれの UAS と通信をしている。地上局 B は，電波によって UAS2 と

無線通信をしている。 

高い高度では空気が薄く光ビームの減衰が小さいため，FSOCS は，非常に効果的な方法である。 

 

図 C.2－FSOCS による無人航空機システム（UAS） 

まず，航空機が空中を飛行しているとき，航空機と別の航空機との間の光無線通信を行うビームについ

て考察する。航空機は，高い高度を飛行しているため，その場所は，非アクセス空間である。非アクセス

空間の場合は，アクセスレベルは，3R までが許可されている。したがって，FSOCS は，この規格の 6.4 に

従って設置される。表 C.2 に，許可されるアクセスレベル及び設置条件を示す。 

次に，航空機に搭載された FCSOCS と地上局の FSOCS との間の光無線通信を行うビームについて考察

する。地上局の FSOCS が非制限区域に設置される場合，アクセスレベル 1 又はアクセスレベル 2 が許可さ

れる。アクセスレベル 1 又はアクセスレベル 2 の FSOCS を設置する場合，安全に関する追加の制御手段

は，不要である。アクセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M の FSOCS を設置するには，6.2.2 を参照。ア

クセスレベル 3R の FSOCS を設置するには，6.2.3 を参照。アクセスレベル 3B 及びアクセスレベル 4 の

FSOCS は，設置が許容されない。 
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地上局の FSOCS が制限区域に設置される場合，アクセスレベル 1M 又はアクセスレベル 2M までが許容

される。アクセスレベル 1，アクセスレベル 2，アクセスレベル 1M，又はアクセスレベル 2M の FSOCS を

設置する場合は，安全に関する追加の制御手段は不要である。アクセスレベル 3R の FSOCS を設置する場

合は，6.2.5 を参照。アクセスレベル 3B 及びアクセスレベル 4 の FSOCS は，設置することが不可能であ

る。 

地上局の FSOCS が制限区域に設置される場合，アクセスレベルは，3R までが許容される。アクセスレ

ベル 1，アクセスレベル 2，アクセスレベル 1M，アクセスレベル 2M 又はアクセスレベル 3R の FSOCS を

設置する場合は，安全に関する追加の制御手段は不要である。アクセスレベル 3B 又はアクセスレベル 4 の

FSOCS を設置する場合は，6.3.2 を参照。 

地上局に FSOCS を設置する場合は，スピルオーバの可能性を考慮する必要がある。図 C.3 は，地上局に

設置された FSOCS を示している。被ばく可能性があるスピルオーバによる放出がアクセスレベル 3R 以上

である場合，非制限区域に NHZ が存在する。図 C.4 に示すようにスピルオーバを含む地上の領域が管理区

域とされていれば，このようなケースは，許可されることになる。 

 

図 C.3－地上側に設置された地上局の FSOCS 
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図 C.4－制限区域に設置された地上局の FSOCS 

 

表 C.2－許可されるアクセスレベル及び設置条件 

光無線通信のビーム  区域区分  許可される  
アクセスレベル  

設置条件  

UAS1，UAS2，UAS3 の

間  非アクセス空間  1，1M，2，2M，3R 6.4 参照  

UAS1 と地上局 A との間  
及び  
UAS3 と地上局 C との間  

地上局の FSOCS が非制限区

域に設置される場合  

1，2 要件なし  

1M，2M 6.2.2 参照  

3R 6.2.3 参照  

3B，4 設置不可  

地上局の FSOCS が制限区域

に設置される場合  

1，1M，2，2M 条件なし  

3R 6.2.5 参照  

3B，4 設置不可  

地上局の FSOCS が制限区域

に設置される場合  

1，M，2，2M，3R 条件なし  

3B，4 6.3.2 参照  

 

航空機システムに人が搭乗している場合，設置場所は非アクセス空間とはみなされず，非制限区域，制

限区域又は管理区域とみなされ，表 2 の設置条件が適用される。 
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附属書 D 
（参考） 

危険及び安全性分析の方法 
 

幾つかの危険及び安全性分析方法は，次のとおりである。 

a) 回路解析を含む予備的な危険分析（PHA）。これは，それ自体の価値で使用されると考えられるが，他

の危険及び安全性評価法を適用する場合の基本的な第一段階である。 

b) 結果分析（JIS C 0508 規格群参照） 

c) 故障モード解析及び影響解析（FMEA） 

d) 故障モード解析，影響解析及び臨界解析（FMECA）（IEC 60812 参照） 

e) 故障ツリー解析（FTA） 

f) 事象ツリー解析 

g) 危険及び操作可能性調査（HAZOPS） 

必要な場合は，常に解析を補助するように適切な試験を実行するのがよい。解析方法及びその実行のと

きに行った仮定は，製造業者又は運用組織によって提示されることが望ましい。 
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附属書 E 
（参考） 

設置業者，サービス組織及び運用組織への手引き 

 

E.1 FSOCS のための一般的な作業慣行 

E.1.1 一般的注意事項 

E.1.2 に記載する一般的な作業慣行は，いかなる FSOCS をサービス及び設置するときにも適用する予防

措置である。これらの作業慣行は，“訓練された人員”だけが行うことが望ましい。さらに，E.1.3 に詳述

した作業慣行を，適切に適用することが望ましい。 

E.1.2 一般的な作業慣行 

次の作業慣行は，いかなる FSOCS を使用するときにも適用することが望ましい。 

調整  システムの調整，設置及び試験は，可能な限りシステムの動作出力パワーを低

くし，必要に応じて，4.2 に記載した測定条件によるクラス 1M 又は 2M の AEL
を超えないようにして，実行する。  

保守・運用  製造業者が提供するシステムの運用及び定期保守に関する指示書だけに従

う。  

サービス・設

置  
製造業者が提供するシステムの設置，サービス及び修理の指示書だけに従う。

安全機構の解除はできるだけ少なくする。システムが通常の使用に戻される

前に安全な機構が回復することを保証する。  

清掃  レーザ装置の光学部品の清掃では，可能であれば，製造業者の提供する清掃方

法だけを使用する。これは通常，機器の機能を無効にすること，又は少なくと

もレーザ放射を止めることを含む。  

改造  どのようなシステム又は関連装置にも，許可なく改造を加えてはならない。  

ラベル損傷  安全ラベルを損傷又は紛失したときは，設備の保守に指名された者に報告す

る。  

鍵の管理  鍵管理された設備においては，安全な使用，保管及び総合的な管理を保証する

立場の管理者によって指名された者が，鍵を管理する。スペアキーは，認可さ

れた者が厳格に管理保持する。設置業者及び運用組織が適宜，認可を与える。 

試験装置  運用組織によって認可された校正済みの試験装置（例えば，光パワーメータな

ど）だけを使用する。  

標識  サービスを行う間に一時的な警告標識を設けるなど，ある状況下では特定の

場所に補足的な警告標識を設置することが適切である。  

E.1.3 クラス・アクセスレベルが 1M，2M，3R，3B 及び 4 である場合の追加の作業慣行 
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注記 この附属書では，“クラス・アクセスレベル”という用語が使用されている。ここでは，特定の時

点（例えば，設置作業中）で該当する FSOCS の全ての機能が備わっているわけではないという概

念を示すことを目的としている。例えば，設置付加保護システムが備えられていないとき，製品

寿命のある時点では（この規格の）アクセスレベルではなく，クラス（JIS C 6802）によって，起

こり得る危険性のより正確な指標が提供される。もう一つの例は，独立したスタンドアロンのテ

スト機器の使用であり，その場合は，クラス（JIS C 6802 による。）だけが割り当てられる。 

クラス・アクセスレベルが 1M，2M，3R，3B 及び 4 の光エネルギーにアクセスする可能性があれば，次

に追加する作業慣行に従うのがよい。 

a) E.1.2 に示す全ての一般的な作業慣行に従う。 

b) クラス・アクセスレベルが 1M 又は 2M の場合を除き，訓練を受けた人員だけが，システムの空間ビ

ームの部分へのアクセスができるようにする。 

c) 裸眼又は他の光学器具でレーザビームを見つめてはならない（ただし，設置業者又は運用組織のレー

ザ安全管理者が認可する場合を除く。）。レーザビームを人に向けてはならない。 

d) 使用する全ての観測手段及び調整機器は，有効に校正され，安全ラベルがてん（貼）付され，適用波

長帯域で MPE レベルを超える露光を防ぐフィルタのような技術的管理を備える。 

e) 可能であれば，調整及び試験は，クラス・アクセスレベルの 1 又は 2 を用いて行う。 

f) クラス・アクセスレベルが 1M，2M 及び 3R より多い光出力への露光は，避ける。 

g) 運用組織のレーザ安全管理者は，設置担当者が実用的で適切な目及び皮膚の保護具を，確実に利用で

きるようにする。 

E.2 教育及び訓練 

FSOCS の近くにいる人を含めて，設置，運用，保守及びサービスを行う組織は，適宜，ラベル，標識及

び訓練をとおして，危険を通知するのがよい。さらに，クラス 3B 及びクラス 4 のレーザを設置及び保守

する者は，少なくとも次の内容を理解しておくことが望ましい。 

a) FSOCS の予備知識 

b) レーザのクラス分けのシステム及びアクセスレベルの識別に関する安全性の情報 

c) レーザの露光による目及び皮膚への生物学的影響及び潜在的危険性についての知識 

d) これらのシステムの安全な設置及び保守に必要な，守らなければならない手順 

e) 安全性の規則を守らないときに起こり得る影響の説明 
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